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第１章 総則 

第１節 計画の目的・位置づけ 

第１項 計画の目的 

「地震災害対策計画」は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定に基づ

き、岐南町防災会議が策定する計画であって、町、県、指定地方行政機関、指定公共機

関、指定地方公共機関等の防災機関がその有する全機能を有効に発揮して、地震にかかる

災害予防、災害応急対策及び災害復旧を実施することにより、町並びに町民の生命、身体

及び財産を地震災害から保護し、被害を最小限に軽減し、もって社会秩序の維持と公共の

福祉を図ることを目的とする。 

 

第２項 計画の位置づけ 

１ 「地震災害対策計画」は、「岐南町地域防災計画」の「地震災害対策計画」編とし

て、南海トラフ地震を始めとする海溝型地震や、阪神・淡路大震災、熊本地震といった

内陸型地震を対象として、その防災計画を定めるものである。 

 

２ 「地震災害対策計画」は、町、県及び防災関係機関等の防災業務の実施責任を明確に

し、かつ、これら関係機関相互の緊密な連絡調整を図るために必要な基本的大綱を示す

ものである。 

 

３ 「地震災害対策計画」中、第４章は大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73

号）第６条の規定に基づく地震防災強化計画とし、第５章は南海トラフ地震に関わる地

震防災対策の推進に関する特別措置法（平成14年法律第92号）第６条の規定に基づく推

進計画とする。 

 

４ 「地震災害対策計画」に定められていない事項については「一般災害対策計画」編の

例による。 

 

第３項 計画の構成 

「地震災害対策計画」は、災害対策基本法第42条の規定に基づき、岐南町にかかる災害

の対策に関し、次の事項を定め、もって防災に万全を期す。 

 

第１章 総則 

第２章 地震災害予防 

第３章 地震災害応急対策 

第４章 東海地震に関する事前対策 

第５章 南海トラフ地震に関する対策 

第６章 地震災害復旧 
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第２節 各機関の責務 

第１項 実施責任 

１ 町 

町は、防災の第一次的責任を保持する基礎的地方自治体として、岐南町並びに町民の

生命、身体及び財産を地震災害から保護するため、防災関係機関等の協力を得て防災活

動を実施する。このため、日頃から「顔の見える関係」を構築し、信頼感を醸成するよ

う努めるとともに、訓練等を通じて密接な関係を維持、継続する。 

発災に際しては、自助・共助による町民個人、自主防災組織、自治会等の対応が鍵と

なるが、町は速やかに、これらの緊急支援、避難所の開設、状況把握等緊急時の措置を

果たしつつ体制を整える。 

緊急措置の後、自主防災組織、自治会等による自衛警戒体制の状況を確認し、強化継

続を図る。状況により警察の応援、自衛隊の派遣要請等所要の措置を講じ、治安の維持

を図る。 

 

２ 県 

県は、県の地域並びに県民の生命、身体及び財産を地震災害から保護するため、指定

地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び他の地方公共団体等の協力を得て

防災活動を実施するとともに、町及び防災関係機関等が処理する防災に関する事務又は

業務を援助し、かつ活動の総合調整を行う。 

 

３ 指定地方行政機関 

指定地方行政機関は、岐南町並びに住民の生命、身体及び財産を地震災害から保護す

るため、指定行政機関及び他の指定地方行政機関と相互に協力し、自ら必要な防災活動

を実施するとともに町の活動が円滑に行われるよう勧告、指導、助言等の措置をとる。 

 

４ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性に鑑み、自ら防

災活動を実施するとともに、町の活動が円滑に行われるようその業務に協力する。 

 

５ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、平常時から地震災害予防体制の整備を

図るとともに、地震災害発生時には災害応急措置を実施する。また、町その他の防災関

係機関等が実施する防災活動に協力する。 

 

６ 住 民 

大規模地震災害発生の場合、関係機関の活動が遅延し、阻害されることが予想される

ため、住民は、「自らの生命は自ら守る」「みんなの地域はみんなで守る」という意識

の下に、自主防災組織等により積極的に防災活動を行うよう努める。 

 

第２項 処理すべき事務又は業務の大綱 

一般災害対策計画 第１章第２節第２項に同じ。 
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第３項 町民等の基本的責務 

１ 町民の責務 

「自らの生命は自ら守る」が、防災の基本的な考え方であり、町民はその自覚を持ち、

平素より災害に対する備えを心がけるとともに、災害の発生時には自らの身の安全を守

るよう行動しなければならない。  

また、災害時には、初期消火を行う、近隣の負傷者、要配慮者を助ける、避難場所で

自ら活動する、或いは、町、公共機関、県等が行っている防災活動に協力するなど、防

災への寄与に努めなければならない。 

発災直後の一連の緊急措置を講じた次は、「みんなの地域はみんなで守る」の精神

で、自衛警戒体制をとり、これを継続する努力が必要となる。 

災害事必要な事項が粛々と行われるためには、個人、自治会の日頃の努力が緊要であ

る。 

 

２ 事業者の責務 

事業者は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継

続、地域貢献・地域との共生）を十分認識し、災害時に重要業務を継続するための事業

継続計画（以下「ＢＣＰ」という。）を策定するよう努めるとともに、防災体制の整

備、防災訓練、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し

等を実施するなどの防災活動の推進に努める。 

 

第４項 岐阜県地震防災対策推進条例に基づく自主防災組織の強化 

地震災害は突発的に発生するものであり、初期消火や救助等、地震発生直後の対策に  

おける自助、共助が果たす役割は極めて大きく、その後の生活環境維持も含め、行政だけ

では時間的にも量的にも限界がある。また、住宅等の個人資産の地震対策においては、個

人個人の対応が大きなウエイトを占める。 

そこで、災害に強い社会とするため、「岐阜県地震防災対策推進条例」（平成17年岐阜

県条例第13号）に基づき、町、住民、自主防災組織、県、事業者、ボランティア等がその

責務や役割を認識し、一体となって取り組む各種自主防災組織の連携強化を目指す。 
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第３節 地震災害要因と被害概要 

第１項 地震のタイプ別概要 

１ 海溝型地震 

日本列島付近には、太平洋プレート及びフィルピン海プレートの海洋プレートと、ユ

ーラシアプレート及び北米プレート（オホーツク海プレート）の大陸プレートの４つの

プレートがあり、海洋プレートは、大陸プレートの下に沈み込んでおり、日本列島が位

置するユーラシアプレート及び北米プレートの端では、常に歪（ひずみ）が蓄積されて

いる。 

この歪による変形がある極限に達すると、プレートが急激に跳ね返り、またはその結

果の海洋プレート断面の緩速滑り込み現象により海面の大きな上下の変化が発生し、日

本の太平洋沿岸で繰り返し発生する巨大地震及び大津波の原因であると考えられている。 

近年中に、県南部に多大な被害を及ぼすことが危惧されている南海トラフ地震は、こ

の海溝型地震である。 

 

２ 内陸型地震（直下型地震） 

活断層は、｢最近の地質時代に繰り返し活動し、今後も活動する可能性のあるとみな

される断層｣と定義され、内陸型地震の原因となる。 

1891年に本巣郡根尾村（現 本巣市）を震源地として発生した濃尾地震もこの内陸型

地震で、岐阜県を含む日本の中央部には、多数の活断層が分布していることが最近の研

究で明らかとなっている。 

 

第２項 地震被害 

一般災害対策計画第１章第３節１自然条件で記述のとおり、木曽川水系の堆積層と旧河

川敷である特徴により、地震動による影響は、揺れが比較的長く続く海溝型地震で地震エ

ネルギーが大きい場合には、町内全域にわたり液状化被害が発生する可能性が高い。 

一方、何の予兆もなく突然衝撃を受ける直下型地震では震源との距離及び発生エネルギ

ーとの関係によるが、被害状況としては、地面が突然ずれる事象がどこでも起こりうるも

のであり、土木構造物損壊、大きな断層帯の発生など局地的に大きな被害を生じさせるこ

とがある。 
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第４節 地震による被害想定 

町は、岐阜県が震災対策検証委員会の提言(平成23年8月)を受けて実施した「平成23～

24年度岐阜県南海トラフの巨大地震等被害想定調査」（平成25年２月）の結果を踏まえて

本計画に反映させ、一層の防災対策を推進する。 

なお、町は、平成20年に「岐南町地震防災マップ」を作成し、町域の揺れやすさや危険

度を公表し、住民に対して周知を図っている。 

 

１ 想定震源断層の設定 

  岐阜県を取り巻く地震の発生環境、活断層研究会による活断層の確実度、活動度を検 

討し、次表の５種の想定地震（想定震源断層）を設定した。 

震源断層名 Ｍ 想定の概要 

南海トラフ 

巨大地震 
9.0 

静岡県から四国、九州沖にかけての太平洋の南海トラフにお

いて紀伊半島沖を震源として発生 

阿寺断層系 7.9 中津川付近より北西に70kmの長さをもつ阿寺断層系を想定 

跡津川断層 7.8 白川村から北東方向に60kmの長さをもつ跡津川断層を想定 

養老・桑名・ 

四日市断層帯 
7.7 養老町から三重県四日市市に及ぶ約57㎞の断層帯を想定 

高山-大原断帯 7.6 高山市から郡上市東部に至る48ｋｍの断層帯を想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 南海トラフ巨大地震(海溝型地震)断層位置図    内陸直下型地震断層位置図 

阿寺断層系 

高山-大原断層帯 

跡津川断層

系 

養老・桑名・ 

四日市断層帯 
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２ 被害想定 

(1) 想定の概要 

  被害想定は、震源の位置、規模（マグニチュード）、季節、時間、気象等の想定条件

に強く依存する。被害想定調査においては、設定した震源断層の活動によって発生する

被害が、午前５時、午後12時、午後６時において、最大になるような条件でシミュレー

トされており、表示した被害想定は、各時間帯における被害の最大値を示す。 

（2）液状化危険度分布 

PL値：液状化指数、算定による比較 

この判定は可能性を示すものであるため、可能性が高いと評価される全ての領域で液

状化が発生するものではない。 

液状化危険度と実際に液状化すると推定される面積率の関係は、新潟地震の事例から 

   15＜PLで １８％ 

5.0＜PL≦15.0で  ５％ 

0 ＜PL≦5.0で  ２％ 

であったとされている。 

          ＰＬ値と液状化の可能性の関係 

     ＰＬ値      摘要 

１５＜ＰＬ 液状化発生の可能性が高い 

５．０＜ＰＬ≦１５．０ 液状化発生の可能性がある 

０．０＜ＰＬ≦５．０ 液状化発生の可能性が低い 

０．０＝ＰＬ（又は対象外） 液状化発生の可能性が極めて低い 
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(３) 南海トラフ巨大地震 

 本町では、最大震度６弱の揺れ及びトラフ型地震に特有の比較的長い地震動が予測 

され、液状化による甚大な被害が懸念される。 

 

震度分布図                液状化分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物被害 

全壊 
633棟 

（466） 

半壊 
1,506棟 

（701） 

出火件数 ２件 

人的被害 

死者数 10人 

重症者数 17人 

負傷者数 171人 

要救出者数 41人 

避難者数 2,993人 

帰宅困難者数 50人 

                  ( )内数字は液状化による被害で内数を示す。 

 

  

  



第１章 総則 

 8 

(４) 阿寺断層系 

    本町では、最大震度５強の揺れが予測される。また、液状化の危険性は低いと考え

られている。 

 

震度分布図                 液状化分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物被害 

全壊 
１棟 

（１） 

半壊 
72棟 

（２） 

出火件数 ０件 

人的被害 

死者数 ０人 

重症者数 ０人 

負傷者数 12人 

要救出者数 ０人 

避難者数 82人 

( )内数字は液状化による被害で内数を示す。 
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(５) 跡津川断層 

  本町では、最大震度５強の揺れが予測され、併せて、液状化よる被害も懸念される。 

 

震度分布図                 液状化分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物被害 

全壊 
58棟 

（48） 

半壊 
277棟 

（72） 

出火件数 ０件 

人的被害 

死者数 ０人 

重症者数 ０人 

負傷者数 38人 

要救出者数 ２人 

避難者数 426人 

( )数字は液状化による被害で内数を示す。 
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(６) 養老－桑名－四日市断層帯 

   本町では、最悪、最大震度６強の強い揺れが予想される。また、液状化による甚大

な被害が懸念され、大きな建物被害、人的被害が予測されている。 

 

震度分布図                液状化分布図 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物被害 

全壊 
920棟 

（466） 

半壊 
1,884棟 

（701） 

出火件数 19件 

人的被害 

死者数 29人 

重症者数 45人 

負傷者数 288人 

要救出者数 110人 

避難者数 4,048人 

( )内数字は液状化による被害で内数を示す。 
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(７) 高山-大原断層 

   本町では、最大震度５強の強い揺れが予想され、建物被害のほとんどが液状化によ

るものと予測されている。 

 

震度分布図                液状化分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物被害 

全壊 
５棟 

（５） 

半壊 
59棟 

（８） 

出火件数 ０件 

人的被害 

死者数 ０人 

重症者数 ０人 

負傷者数 ９人 

要救出者数 ０人 

避難者数 76人 

( )内数字は液状化による被害で内数を示す。 

 

  

出典：岐阜県南海トラフの巨大地震等被害想定調査 
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第２章 地震災害予防 

第１節 総則 

第１項 自主防災組織の連携社会の推進 

１ 基本方針 

地震災害からの安全・安心を得るためには、行政による公助はもとより、住民一人ひ

とりの自覚に根ざした自助、身近なコミュニティ等による共助が大切であり、国の「災

害被害を軽減する国民運動の推進に関する基本方針」を踏まえ、町、住民、自主防災組

織、県、事業者、ボランティア等はその責務や役割を認識し、お互いに助け合い、協働

して災害に対処できる防災対応社会の推進に努める。 

 

２ 推進体制 

(1) 減災に向けた県民運動の推進 

町は、個人や家庭、地域、企業、団体等社会の様々な組織が連携して日常的な減災の

ための行動と息長く継続的に行う県民運動の推進に努める。 

(2) 災害被害の軽減に向けた自発的な防災活動の推進 

町は、様々な組織を通じて防災知識の普及に努める。また、各自主防災組織それぞれ

が防災活動に参加できるよう配慮するとともに、家庭や事業所等における安全に対する

備えの促進に努める。 

(3) 男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立 

町は、防災の現場における女性の参画拡大など男女共同参画の視点に配慮した防災体

制の確立に努める。 

(4) 関係機関と連携した防災対策の整備 

平素から、関係機関及び企業等との間の支援協定締結等により連携強化を進め、災害

発生時に迅速かつ効果的に災害応急対策が行えるように配慮する。このため、日頃から

「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成するよう努めるとともに、訓練・研修等を通

じて、構築した関係を持続的なものにするよう努めるものとする。また、民間事業者に

委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）について

は、あらかじめ、民間事業者との間で協定を締結しておく、輸送拠点として利用可能な

民間事業者の管理する施設を把握しておくなど協力体制を構築し、民間事業者のノウハ

ウや能力等を活用するものとする。 

 

第２項 地震防災対策の充実強化 

町は、県が実施する「岐阜県地震被害想定調査（平成10年３月）」、「岐阜県東海地震

等被害想定調査（平成15年７月）」、「岐阜県東海地震等被害対応シナリオ業務報告書

（平成16年８月）」、「平成23～24年度岐阜県南海トラフ巨大地震等被害想定調査（平成

25年２月）」 などの具体的な地震防災対策策定のための重要な地震被害想定に関する調

査研究や、地震予知に必要な資料を得るための調査研究等の結果を積極的に取り入れ、地

震防災対策の充実強化を図る。 
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第２節 防災思想・防災知識の普及 

１ 方 針 

地震災害を最小限に食い止めるには、町、県、防災関係機関等による災害対策の推進

はもとより、住民一人ひとりが、日頃から「自らの生命は自らが守る」、「みんなの地

域はみんなで守る」という基本理念と正しい防災知識を身に付け、平素から災害に対す

る備えを心掛けることが必要であり、それぞれの状況に応じた防災意識の高揚を図る必

要がある。 

なお、乳幼児、重篤な傷病者、障がい者、高齢者、妊婦、外国人等の要配慮者に十分

意を用い、地域において要配慮者を支援する体制を整備するとともに、被災時の男女の

ニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するように努める。 

 

２ 実施内容 

(1) 地域住民に対する普及 

町、防災関係機関等は、町民が防災の基本理念を理解し、正しい知識と判断を、基に

行動できるよう、パンフレット等の配布、県広域防災センターの展示教育設備の利用、

防災に関する講演会等の開催、広報紙等による広報等により、災害予防、応急措置等の

知識の向上に努め、被害軽減のための備えの一層の充実を図る。 

また、緊急地震速報を受けた際の適切な対応行動が出来るように啓発すると共に、特

に要配慮者に十分意を尽くして、地域で支援する体制が整備できるように努める。 

(2) 児童生徒等に対する普及 

学校（園）等は、地震の発生等に関する科学的知識の普及、災害予防、避難方法等地

震災害時の防災知識を児童生徒等に理解させるため、実状に即した防災教育を行い、消

防機関及び自主防災組織等と協力した防災訓練を実施する。 

(3) 職員に対する防災教育 

町は、防災上必要な知識及び技能の向上を図るため、職員に対して防災関係法令、地

域防災計画、非常配備の基準、各部課において処理すべき防災事務又は業務等に関する

講習会等を実施し、その指導を行う。 

(4) 災害伝承 

町、防災関係機関等は、地域住民や児童生徒等に防災知識の教育にあたり地域で過去

に発生した災害で得た教訓を後々まで伝承するよう、その普及に努める。 

(5) 企業防災の推進 

町は、企業の防災意識の向上を図るとともに、企業を地域コミュニティの一員とし

て、地域の防災訓練等への積極的参加の呼びかけを行う。 

(6) 防災訓練への積極的参加 

町は、防災知識の普及や災害時における防災対応行動力の向上を図るため、地域住

民、自主防災組織、企業等の防災訓練への積極的参加に努める。 

(7) 「岐阜県地震防災の日」の設定 

町は、10月28日の「岐阜県地震防災の日」（濃尾大震災（明治24年10月28日発生）が

発生したことによる。）に、地震防災対策の取組の状況を点検し、防災意識の向上を図

るための啓発活動の実施に努める。 
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(8) 「岐阜県防災点検の日」の設定 

町は、濃尾大震災にちなみ毎月28日を県が「岐阜県防災点検の日」と定めていること

に鑑み、毎月28日を機に実施する点検事項を、職員による町の防災体制等の点検と、地

域住民自身による身の回りの防災に関する点検の両方で実施し、突発事態に備える。 

 

災害に備える防災点検 10か条の例 

個人                  家庭 

・消火器の操作訓練           ・家族の役割の確認 

・応急手当の処置方法          ・備蓄品の点検 

・緊急避難カードの作成         ・火災防止対策の確認 

・備蓄品の点検             ・家具等の落下・転倒防止の点検 

・災害情報の入手方法          ・灯油等危険性物質の確認 

・緊急時の連絡先の確認         ・家族間の連絡方法・集合場所の確認 

・災害が発生したときの行動の確認    ・高齢者等の避難対策 

・家具等の落下・転倒防止の点検     ・家の外回りの点検 

・避難場所の確認            ・避難場所までの危険箇所の確認 

・避難路の確認             ・避難場所・避難路の確認 

 

地域                  店舗等 

・地域の自主防災体制の確認       ・従業員の役割の確認 

・地域住民の把握            ・備蓄品の点検 

・高齢者・障がい者等の災害時要援護者  ・火災防止対策の確認 

 の避難対策 

・地域住民への連絡系統の確認      ・商品の陳列方法の点検（重量のある商品を高

い場所に配置しない等） 

・防災資機材の点検           ・灯油等危険性物質の確認 

・警察・消防への連絡系統の確認     ・避難場所までの危険箇所の確認 

・消防水利・施設の点検         ・避難場所・避難路の確認 

・物質等の搬送場所の確認        ・お客様の避難対策 

・危険箇所の確認            ・非常用電源の点検 

・避難場所・避難路の確認        ・警察・消防への連絡系統の確認 
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第３節 防災訓練 

１ 方 針 

地震災害発生時において、本計画に定める災害応急対策を迅速かつ的確に実施するた

め、平素から防災訓練を実施し、逐年その内容を高度なものとするとともに、防災環境

の変化に対応したより実効性のあるものとするように努める。 

 

２ 実施内容 

(1) 総合防災訓練 

町は、防災関係機関等、民間企業、ボランティア団体及び要配慮者を含めた住民等の

協力のもとに大規模な地震災害に備えて総合防災訓練を実施する。 

訓練では、地震規模や被害の想定を明確にするとともに、緊急地震速報を取り入れる

など、より実践的な内容となるように努める。 

(2) 機能別地震防災訓練 

町は、次の機能の強化のため、訓練を適宜、繰り返し行う。 

ア 通信連絡訓練 

災害時における情報の収集伝達方法、通信設備の応急復旧等についての訓練 

イ 動員訓練 

初動体制を確保するための職員の動員訓練 

ウ 図上訓練 

職員の災害対応能力の向上を図るため、応急対策活動に従事する要員に対し、多様

な想定による図上訓練や実際的な災害対処訓練（ロールプレイング方式）を行う。 

(3) 防災関係機関等の実施する防災訓練への支援 

町は、防災関係機関等あるいは防災組織が実施する防災訓練について、積極的に協力

支援し、要配慮者や女性の参画を含めた多くの住民の参加を図る。 

(4) 訓練の検証 

町は、訓練での課題等を整理し、必要に応じて改善措置を講じる。 
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第４節 自主防災組織の育成と強化 

１ 方 針 

大規模地震災害が発生した場合、町及び防災関係機関等の活動の遅延、阻害が予想さ

れ、「みんなの地域はみんなで守る」という地域の人々のコミュニティ連帯意識に基づ

く自主的な防災活動が不可欠であり、自主防災組織の重要性についての認識を広め、自

主防災組織の育成強化を推進する。(資料Ｐ１４「自治会組織の現況」参照) 

 

２ 実施内容 

(1) 自主防災組織づくりの推進 

町は、発災時における自主防災組織の重要性についての認識を広め、地域住民の自主

防災組織づくりを推進する。 

(2) 消防、警察、自衛隊ＯＢの活用による自主防災組織の育成、強化 

自主防災組織は消防職員及び消防団員ＯＢ等の活用を図り、発災時において地域に密

着した地震防災の活動が円滑かつ効果的に実施できるように努める。 

(3)企業等の自主防災組織 

 上記組織の他に、企業、学校等の自主防災組織も活動単位とする。 

 

※地域防災の考え方 

自主防災組織、消防団、消防署、警察署、自衛隊出身者、女性防火クラブ、建設業協

会、工場、事業所、中高生など、地域に密着した防災関係組織などが協働し、災害発生

時に迅速・的確な地域に密着した防災体制を確保するための連携強化の仕組みをいう。 

 

(4) 自主防災組織の防災計画の作成 

町は、自主防災組織の設立に当たっては、地域住民相互の合意が必要であることを認

識し、規約が定められ、組織の目的、事業内容、防災計画が明らかにされるよう指導す

る。 

 また、岐南町地域防災計画に地区防災計画を位置づけるよう町の一定の地区内の住民 

及び当該地区に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、岐 

南町地域防災計画に地区防災計画を定めるものとする。 

(5) 自主防災資器材の整備 

町は、補助事業及び助成事業等を活用し自主防災活動に必要な資器材の整備に努め

る。 

(6) 研修の実施 

町及び防災関係機関等は、連携して自主防災組織のリーダーを中心とした研修を実施

し、防災上の知識・技術の向上により、自主防災組織活動の充実を図る。 

(7) 消防団、交番等との連携強化 

自主防災組織は、地域防災情報拠点である消防団及び交番、併せて、女性防火クラ

ブ、幼年消防クラブ等他の自主的な防災組織との連携強化に努め、迅速、的確な自主防

災活動を推進する。 
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第５節 ボランティア活動の環境整備 

１ 方 針 

大規模地震発災時におけるボランティア活動が円滑に行われるよう、その活動環境の

整備を図り、ボランティアの登録・養成を行い、活動の調整機能を整備するとともに、

ボランティア活動マニュアルを作成して迅速かつ円滑な活動を担保する。 

 

２ 実施内容 

(1) ボランティア意識の啓発 

町は、町社協、日本赤十字社岐阜県支部並びに各種ボランティア団体との連携の下

に、住民のボランティア意識の啓発を行う。 

(2) ボランティア活動の推進 

ア ボランティアセンターの設置 

町社協は、老人福祉センターにボランティアセンターを設置し、災害救援ボランテ

ィアの登録受付を行うとともに、広報啓発、福祉教育、養成・研修等を行い、ボラン

ティア活動の推進を図る。この際、ボランティアの自主性を尊重した組織化を図る。 

町は、ボランティアセンターの設置、運営について指導及び支援を行うとともに、

ボランティアの登録状況について把握する。 

イ ボランティアコーディネーターの育成 

町社協は、災害時のボランティア活動が円滑かつ効果的に行われるようボランティ

アコーディネーターの育成に努める。 

町は、ボランティアコーディネーターの育成について指導及び支援を行う。 

(3) ボランティア活動拠点の整備 

町社協は、災害救援ボランティア活動の拠点となる施設を確保し、ＮＰＯ、ＮＧＯ等

のボランティア団体等と情報を共有する場を設置するなどし連携のとれた支援活動を展

開するよう努める。更に必要な情報機器、設備等の整備を図るものとし、ボランティア

の生活環境に配慮する等その支援を行う。 

(4) ボランティア支援要請 

 町は、ボランティア支援の確保のため、近隣の大学に派遣の支援を要請する。 

(資料Ｐ１５０、Ｐ１５５「災害時等の大学等高等教育機関による支援協力に関する協

定」参照) 
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第６節 広域応援体制の整備 

１ 方 針 

大規模地震発災時には、一部地域の防災関係だけでは対応が不十分となり、速やかに

災害対策活動等が実施できるよう、あらかじめ相互応援協定を締結するなど、広域的な

応援体制の整備を図る。（資料Ｐ５５～Ｐ６２「岐阜県及び市町村災害時相互応援協定

書」参照） 

 

２ 実施内容 

(1) 広域応援体制の整備 

町は、町域を越えた広域の災害時における応援協定等の締結に努めるとともに、近隣

市町村との災害時相互応援体制の充実を図る。町が既に締結している災害時相互応援協

定等は、一般災害対策計画第２章第６節別表のとおり。 

また、災害発生時、県計画の広域受援計画及び相互応援協定等に基づき、町内に派遣

される応援部隊の受入れ体制及び活動基盤となる施設等の整備を進める。 

(2) 県域を越えた広域相互応援 

町は、岐阜県が締結している中部９県１市との相互応援協定にのっとり、県を通じて

協定県内の市町村の応援を要請する。 

また、大規模地震が発生した場合において応援を求める内容、連絡先等について、あ

らかじめ防災関係機関等と確認しておく。 

併せて、大規模地震災害にあたっての県外の交流市町村等との相互応援協定の締結に

より広域相互応援体制の整備を図る。(資料Ｐ５５「災害時相互応援協定書」参照) 

また、災害の規模、長期化により、町外への広域的な一時避難及び応急仮設住宅等へ

の移住が必要な場合は県に要請又は調整を依頼するとともに関係市町村と協議し協力を

得る。 

他の市町村からの被災者の受け入れについても県及び当該市町村と協議の上、受け入

れ施設を定める。 

 (3) 県内相互応援 

ア 県及び市町村災害時相互応援協定 

町は、岐阜県及び市町村災害時相互応援協定に基づく県及び市町村相互の応援が円

滑に実施できるように努める。 

イ 広域消防相互応援協定 

羽島郡広域連合消防本部は、岐阜県広域消防相互応援協定及び岐阜県広域消防応援

基本計画に基づく消防応援活動が、迅速、的確に実施できるように努める。 

(4) その他の応援体制 

ア 緊急消防援助隊 

町は、大規模地震災害又は特殊災害の発生時に消防の広域応援等を行う緊急消防援

助隊について、北小学校を展開候補地として、その要請及び活動等が円滑、迅速に実

施できるように努める。 

イ 広域緊急援助隊 

町は、大規模災害又は特殊災害の発生時に警察の広域応援等を行う広域緊急援助隊

について、岐南中学校、北小学校、東小学校及び西小学校を展開候補地として、その 
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要請及び活動等が円滑、迅速に実施できるよう努める。 

ウ 広域航空消防応援 

町は、大規模特殊災害が発生した場合において行う広域航空消防応援について、円

滑、迅速に実施できるよう努める。 
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第７節 緊急輸送網の整備 

１ 方 針 

大規模地震発災時には、道路、橋梁等の破損、障害物、交通渋滞等により、道路交通

に支障が生じる場合が多く、災害応急対策要員、物資等の緊急輸送を円滑に行う必要が

あり、県が実施するあらゆる交通手段を活用した緊急輸送のネットワーク化に協力す

る。 

 

２ 実施内容 

(1) 防災拠点の指定 

 町は、災害対策本部、拠点避難所及び広域物資輸送拠点等施設を防災拠点に指定す

る。 

(2) 緊急輸送道路の整備 

町は、緊急輸送道路指定の国道、県道等の他に緊急輸送道路を指定し、整備を図る。 

また緊急輸送道路沿道建物が、緊急輸送の障害とならないよう耐震化を推進する。 

a 緊急輸送道路Ａ  ･･･県の災害拠点と町災害対策本部との間及び町内防災拠点を相

互に連絡し、地域内の緊急輸送を担う別図に示す道路 

b 緊急輸送道路Ｂ  ･･･緊急輸送道路Ａと避難所等を相互に連絡し、地域内の緊急輸

送を担う道路 

(3) ヘリコプター緊急離着陸場の整備 

町は、県が指定した空路からの物資受入れ拠点としてヘリコプター緊急離着陸場（ヘ

リポート）を整備する。(資料Ｐ１４８「ヘリコプター発着可能場所」参照) 

(4) 地域内輸送拠点施設の指定 

町は、岐南町スポーツセンターを地域内輸送拠点施設（地震災害発生時に被災地への

食料及び生活必需物資等の搬入を迅速かつ効率的に実施するための応急物資輸送中継拠

点）として指定し、緊急物資保管場所として使用する。 
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第８節 防災通信設備等の整備 

１ 方 針 

大規模地震発災時には、通信機器の損傷、輻湊等による通信の断絶・混乱は必至であ

り、被災者のニーズにあった対策を講じる点でも、迅速性を重視した情報の収集、伝達

体制の確立を図るとともに、バックアップ機能（情報通信体制の多重化）を整備する。 

 

２ 実施内容 

(1) 県防災情報通信システム等の維持管理 

町は、有線通信が途絶した場合でも県本部等との間の通信を確保するため防災情報通

信システムを維持管理し、運用の習熟に努める。 

また、Ｌアラート（災害情報共有システム）を活用し、警報等の伝達手段の多重化、

多様化に努める。 

(2) 町防災行政無線等の整備 

町は、町本部、地域住民、防災関係機関等、災害現場等を結ぶ防災行政無線（同報無

線、移動無線）及び避難所等との間の通信網の整備拡充とその運用の習熟に努める。 

(3) 消防その他の防災関係機関等の防災用無線の整備 

消防その他の防災関係機関等は、通信の確保のため、無線通信の整備拡充に努める。 

(4) 防災相互通信用無線の整備 

町及び防災関係機関等は、災害現場において、相互の連絡を密にし、災害応急対策を

緊急かつ円滑に推進するため、防災相互通信用無線の整備に努める。 

(5) インターネット網の整備 

町有施設間の災害情報交換としてのインターネット網、並びに被災情報、支援情報等

を提供する体制を整備、維持するよう努める。 

(6) 非常時の通信体制の整備 

町及び防災関係機関等は、災害時に、加入電話や自己の所有する無線通信設備等が利

用不能となった場合に対処するため、東海地方非常通信協議会の活動を通して、非常通

信の円滑な運用に努める。 

 

※非常通信（電波法第52条） 

地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生する

おそれがある場合において、有線通信を利用することができないか又はこれを利用するこ

とが著しく困難であるときに人命の救助、災害の救援、交通通信の確保又は秩序の維持の

ために行われる無線通信をいう。 

 

(7) その他通信網 

町は、通信の途絶を回避するため、次の通信手段の確保に努める。 

ア 全国瞬時警報システム(J-ALERT) 

全国瞬時警報システム(J-ALERT)は、国が防災行政無線を利用してサイレン吹鳴、音

声放送により直接住民に緊急情報を伝達するシステムであり、庁内及び住民に周知を

図る。 
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イ 移動体通信 

町は、関係機関と連携し、移動系防災無線、携帯電話、衛星携帯電話等による移動

通信系による情報の確保に努める。 

ウ アマチュア無線 

町内のアマチュア無線局との連携により、非常時の情報伝達協力者を確保するとと

もに、災害時におけるアマチュア無線通信の活用に努める。 

エ タクシー無線 

（一社）東海自動車無線協会等の協力を得て、タクシー無線による情報の収集体制を

整備する。 

(8) 災害現場からの情報収集 

町は、あらかじめ、災害現場に赴き情報収集に当たる職員を指定するとともに、自主

防災組織等の情報担当者との連絡体制を確立し、災害現場情報等の収集に努める。
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第９節 火災予防対策 

１ 方 針 

大規模地震災害が発生した場合、多くの場合、火災が同時多発し、時間、季節、風向

等によっては大火災となる可能性があり、消防水利の損壊、応援団体相互の通信混乱等

予期せぬ事態も踏まえ、効果的・機能的な消火活動ができる体制を整備する。 

 

２ 実施内容 

(1) 火災予防の指導強化 

ア 地域住民に対する指導 

町は、自主防災組織、女性防火クラブ等火災予防関係団体の育成を図り、住民に対

しては、地震時の火災防止思想の普及のため次の指導を行う。 

a 火気使用器具の使用方法、転倒・落下防止、周囲の整理整頓 

b 初期消火の重要性の啓発、各家庭、事業所等での消火器、消火用水の準備と使用方

法の習熟 

イ 防火対象物の管理者等に対する指導 

羽島郡広域連合消防本部は、防火対象物の管理者に対し、次の指導等を行う。 

a 消防法に規定する防火対象物に対する防火管理者・防災管理者の選任、自衛消防組

織の設置、地震対策を含めた消防計画の作成（消防法に規定のない事業所について

も、消防計画に準じた計画作成を指導） 

b 火気使用器具の使用方法、転倒・落下防止、周囲の整理整頓 

c 消防用設備の設置、整備点検とその使用方法 

d 防火対象物の予防査察の計画的な実施、火災発生危険の排除、火災予防対策の指導 

e 消防法の規定に基づく建築同意制度の効果的な運用による建築あるいは増築の段階

での火災予防の徹底 

ウ 初期消火体制の確立 

町は、各家庭等の消火能力を超えた火災について、街頭消火器の設置等により、自 

主防災組織等で初期消火活動を行えるように指導する。 

(2) 消防力の整備強化 

ア 消防力の強化 

町は、消防団組織の充実強化及び消防施設の整備維持を図り、地震災害が発生した

場合の道路交通の阻害、同時多発災害の発生等に対応できる消防力の整備に努める。 

a 消防団施設の整備と消防団員の確保 

b 必要な資器材等の整備 

c 救出活動を阻害する障害物除去のための大型建設機械の要請に関する関係者団体と

の協力体制の確保 

d 同時多発災害時に備えた、自主防災組織等の育成強化 

イ 消防水利等の確保 

町は、消防水利の適正配置と同時多発災害、消火栓使用不能事態等に備えた水利の

多様化を図る。 

a 防火水槽の維持、整備 

b 緊急水利として利用できるプール等の把握による水利の多様化 
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c 水輸送民間車両（散水車、ミキサー車等）の利用についての関係団体との協議 

 

 

第10節 医療救護体制の整備 

１ 方 針 

大規模地震災害発生時には多数の負傷者の発生が予想され、また医療機関の機能停

止・混乱も予測されるため、医療（助産）救護活動を迅速に実施し、人命の確保ととも

に、被害の軽減を図るための必要な医療（助産）体制の整備拡充を図る。 

 

２ 実施内容 

(1) 医療（助産）救護体制 

町は、医療救護班等の編成、出動について、羽島郡医師会と協議して医療(助産)救護

体制を整備するとともに、軽微な負傷者等に対する自主防災組織等による応急救護や医

療救護班等の活動支援などについて、自主救護体制の確立に努める。 

また活動の細部について災害時医療マニュアルの整備を図る。 

なお、町内の医療機関等については、資料Ｐ５２「町内医療機関等一覧」を参照。 

(2) 後方搬送態勢の整備 

町は、傷病者の処置、収容等を行う施設として、医療救護所及び救護病院をあらかじ

め指定すると共に、負傷者の後方搬送について、関係機関と連携し、それぞれの役割分

担を決める。傷病者が多く手に負えない場合は、県に災害医療派遣チーム（ＤＭＡＴ）

派遣を要請する。 

(3) 災害医療の普及・啓発 

町及び日本赤十字社岐阜県支部は、心肺蘇生法（ＡＥＤの操作法含む。）、応急手

当、トリアージの意義等に関し、住民への普及・啓発を行う。 

 

※トリアージとは、災害発生時などに多数の傷病者が同時に発生した場合、傷病者の 急

度や重症度に応じて適切な処置や搬送を行うために傷病者の治療優先順位を決定するこ

とをいい、トリアージ・タグとはトリアージの際に用いるタグ(識別票)をいう。 

 

(4) 医療品等の確保体制の確立 

町及び血液センターは、次のとおり医療品等の確保体制の確立に努める。 

町内の薬局、薬店は資料Ｐ５４「町内薬局・薬店一覧」のとおり 

ア 救急医療品、医療用資機材の備蓄、調達体制の整備、在庫量の把握 

イ 医療用血液の備蓄（血液センター）、輸送体制の確保、献血促進 
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第11節 防疫対策 

１ 方 針 

被災地においては、生活環境の悪化、被災者の体力や抵抗力の低下等により、感染症

の発生とその蔓延の危険性が増大することから、防疫活動の徹底が必要であり、的確・

迅速な防疫活動を行うための体制を確立する。 

 

２ 実施内容 

(1) 防疫体制の確立 

町は、地震災害時における防疫体制の確立を図る。 

(2) 防疫用薬剤等の備蓄 

町は、防疫用薬剤及び資器材について備蓄を行うとともに、調達計画の確立を図る。 

(3) 感染症患者に対する医療提供体制の確立 

町は、感染症患者又は保菌者の発生に備え、県内の感染症指定医療機関等への患者の

搬送体制の確立を図る。 
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第12節 避難対策 

１ 方 針 

大規模地震発生時に、延焼等の二次災害の恐れのある区域の住民等は、速やかに安全

な場所に避難することが大切であり、安全・迅速な避難のための方策を講じる必要があ

る。また、建物の倒壊、火災等により住居が奪われるなど、長期にわたり避難生活を余

儀なくされる事態が予測され、避難路の安全を確保し、避難誘導体制を整備するととも

に、避難所における良好な生活環境の確保に努める。 

 

２ 実施内容 

(1) 避難所 

ア 避難所の指定 

町は、避難所へ避難する前に組織的避難が円滑に行えるよう一時的に集合して待機

する指定緊急避難場所（屋内及び野外）を定める。また、住家の倒壊等により生活の

本拠を失ったとき、又は避難が長時間に及び宿泊を要するときの施設として指定避難

所を定め、住民に周知する。避難所の選定にあたっては、二次災害などの怖れがない

こと、立地条件や建物の構造等を考慮し安全性が十分確保されていること、主要道路

等とのアクセスが確保されていることなどを検討する。 

（資料Ｐ２０３「避難所等一覧」参照）  

更に、男女双方の視点に立った避難所となる公共施設等のバリアフリー化や、災害

に強いトイレの整備を図るほか、要配慮者を対象とした収容避難所（福祉避難所）の

確保、旅館ホテル等宿泊施設を避難所として借り上げるなど、多様な避難所の確保に

ついて検討する。 

また、やむを得ず避難所に避難できず、車中又は自宅における避難生活者に対して 

も水、食料の支給及び健康指導等の所要の支援を行う。 

イ 避難所の運営 

町及び自主防災組織は、避難所の円滑な運営を図るため、ＮＧＯ・ＮＰＯ等の専門

性を有した外部支援者の協力を得られるよう努めるとともに、「避難所運営マニュア

ル」に基づき避難所を運営する。 

また、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に

避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 

運営にあたっては、住民が主体的に運営できるよう普及、指導するとともに、避難所

の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等との定期的な情報交換に努めるも

のとする。また、高齢者、障がい者等に配慮した運営に努めるとともに、女性の積極的

な参画を促すものとする。 

ウ 障がい者及び高齢者等の避難所 

要配慮者のうち、障がい者及び高齢者等の避難所として、前述の避難所に福祉避難所

を設置する。また、要配慮者の内重度の障がい者及び要介護４・５に対して、避難施設

として民間福祉施設の使用を考慮する。(資料Ｐ１８９～Ｐ１９５「災害時の要援護者

避難施設としての民間社会福祉施設等の使用に関する協定」、Ｐ１９８「災害発生時に

おける高齢者・障害者用福祉避難所の設置運営に関する協定」参照) 
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エ 避難所開設状況の伝達 

町は、避難所を開設する際、防災無線等を通じて住民に伝達する。 

(2) 避難路の指定 

自主防災組織等は、市街地の状況に応じ、住民の理解と協力を得て、避難路を指定

し、住民に周知する。 

(3) 要配慮者の避難誘導体制の整備 

町は、自主防災組織、民生・児童委員、町社協、福祉サービス提供者、障がい者団体

等の福祉関係者及び防災関係機関等と協力して、情報伝達体制の整備、要配慮者に関す

る情報の把握及び避難支援等、要配慮者の避難誘導体制の整備に努める。 

(4) 避難に関する広報 

町は、住民が的確な避難行動をとることができるようにするため、避難所、一時避難

所、災害危険地域等を明示したハザードマップや広報誌、ＰＲ誌等を活用して広報活動

を実施するとともに、自主防災組織等の協力を得て、迅速かつ安全に避難先まで誘導に

努める。 

(5) 行政区域を越えた広域避難 

 町内に指定した避難所全てが壊滅的な被害により、避難所として運用不可の場合、若

しくは二次的災害により町外への避難が求められることを予測し、広域一時滞在先とし

て県と連携を図りつつ近隣の市町村と協議し協力を得られるよう努める。 
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第13節 要配慮者、避難行動要支援者対策 

１ 方 針 

近年の地震災害における要配慮者(乳幼児、重篤な傷病者、障がい者、高齢者、妊

婦、外国人等)の被害を防止するため、防災組織、防災関係団体等の協力を得て、要配

慮者の状況、特性等に応じた防災対策が的確に講じられるような支援体制の確立に努め

る。 

 

２ 避難行動要支援者の支援 

  町は、一般災害対策計画編第２章第15節において定めた避難行動要支援者について、

名簿を作成し、個人情報に配慮しつつ、対象者の避難支援に努める。 

 

３ 実施内容 

(1) 地域ぐるみの支援体制づくり 

ア 町 

町は、地震災害発生時に、地域ぐるみで要配慮者の安全確保が図れるよう、平素か

ら要配慮者の実態把握が可能となるように支援するとともに、地域での情報伝達、避

難誘導、救助等の体制づくりを自主防災組織、民生・児童委員、地域住民等の協力を

得て進める。 

また、要配慮者の安全と入所施設を確保するため、医療機関、社会福祉施設、近隣住

民、自主防災組織等の応援協力体制の確立に努める。 

イ 町社協 

町社協は、住民や民生・児童委員等による地域ぐるみの日常的な要配慮者の見守り

活動や助け合い活動、ふれあいサロン活動や要配慮者マップづくり、住民向け講習

会、地域座談会などを通じて、要配慮者の把握や災害時に備えた体制作りに努める。 

ウ 社会福祉施設等管理者 

社会福祉施設等管理者は、地震災害の予防や災害時の迅速かつ的確な対応を行うた

め、災害時における動員計画や非常招集体制等の確立に努めるとともに、状況に応じ

て、重度の要介護者等の一時的な収容について考慮する。 

また、職員、入所者等に対し、要配慮者を災害から守るため、さらに、要配慮者が

自らの災害対応能力を高められるよう、防災訓練、防災教育等を行うものとする。 

エ 住民 

住民は、自主防災組織に要配慮者班を設けるなど、要配慮者を支援できる地域の体

制づくりに努める。 

(2) 防災知識の普及、啓発、防災訓練の実施 

町は、地域における要配慮者の支援に向けて、また要配慮者が自らの災害対応能力を

高められるよう、地域住民、要配慮者等を対象に防災知識の普及、啓発を行う。 

(3) 施設、設備等の整備 

  町は、要配慮者自身の災害対応能力に配慮した施設整備に努めるとともに、要配慮者

に適した避難場所、避難路等の防災施設の確保に努める。 
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(4) 人材の確保とボランティア活用 

ア 町 

町は、要配慮者の支援にあたり、避難所等での介護者等の確保を図るため、平素よ

りヘルパー、手話通訳者、外国語通訳者等の広域的なネットワーク化に努める。 

イ 町社協 

ボランティアの活用を図るため、その活動の支援に努める。 

ウ 施設等管理者 

施設等管理者は、平素よりボランティア受入れ等に積極的に取り組み、災害時のマ

ンパワー確保に努める。 

(5) 外国人等に対する防災対策 

町及び防災関係機関等は、言語、生活習慣、防災意識の異なる外国人や旅行者等が、

地震災害発生時に迅速かつ的確な行動がとれるように、次の防災環境づくりに努める。 

ア 避難場所の標識等を簡明かつ効果的なものとするとともに、多言語化を推進 

イ 地域全体で要配慮者への支援システムや救助体制を整備 

ウ 外国人を対象とした防災教育や防災訓練の普及 

 エ 多言語による災害時の行動マニュアルの作成  

オ インターネット、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）など多様な手

段を用いた、多言語による災害情報等の提供
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第14節 帰宅困難者等対策 

１ 方 針 

大規模地震発生時には、公共交通機関の運行が停止し道路等の機能が止まり、長時間

にわたり運行、使用できない状態となる可能性が高い。一部道路が使用できたとしても

すぐ渋滞が発生し、帰宅困難者及び滞留旅客（以下、帰宅困難者等という。）が大量発

生する可能性が高い。本町に影響する帰宅困難者は次の二つの事例が予想され、それぞ

れ問題点が異なるので、各別に対策を考える。 

 

２ 実施内容 

(1) 本町域内の事業所、学校等に所在する人が帰宅困難となる場合 

ア 平素における企業等に対する町の協力依頼 

大規模地震による災害発生時に企業内に従業員たちに対し「むやみに移動を開始し

ない」基本原則を周知するとともに、一定期間留め置くための所要の備蓄、スペース

を確保する。 

イ 徒歩帰宅開始の帰宅困難者等支援策の準備 

一時待機した帰宅困難者等も状況が落ち着き次第、徒歩によってでも帰宅を図ること

が予想される。その対応準備として町は、道路啓開の機材、人員の体制準備を平素か

ら事業者等と進めておき、道路情報、近隣市町村主要部の被害状況の情報収集体制に

ついても準備を図る。 

また、経路上の商店（コンビニエンスストア、飲食店、薬局等）に対して協力要請を

行う。 

(2）名古屋都心部等で大量発生した帰宅困難者等が被害長期化により徒歩帰宅を開始した 

場合 

  本町では鉄道幹線が南北に走り、幹線道路の国道21号、22号、156号、県道31号（旧

国道21号）が縦貫している。これら道路は帰宅困難者等の帰宅経路となり、徒歩により

長距離移動後の疲労蓄積の被災者と本町住民である被災者とがそれぞれ立場の違う被災

者として同じ場所で無用のトラブル発生ともなりかねない。 

本町は、それぞれの不安の元を断ち、それぞれの安全の確保を図り、通過帰宅困難者

等に対し、沿道に案内所を設置して道路情報、目的地（近隣市町村）被災情報の提供を

図るとともに一部備蓄品を提供する。このため場所や用品等の準備、情報収集体制の準

備を普段から推進する。 

自主防災組織に対しては、自衛警戒体制の組織化、パトロールの実施を呼びかける。 

普段から自治会、自主防災組織における体制の準備を図る。 
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第15節 生活必需物資の確保対策 

１ 方 針 

大規模地震発災時には、調達先の被災、輸送の遅れ等で被災直後の必需物資の需要を

賄えないことが予想され、また、被災者の種別、時間の経過によるニーズに適合する物

資の確保が必要であるため、家庭、自主防災組織等での自主的備蓄を推進するととも

に、関係機関及び保有業者との協力体制を整備し、最小限の公共備蓄を行う等により、

円滑な食料・物品等の確保を図る。 

 

２ 実施内容 

(1) 備蓄の基本的事項 

発災直後の住民の生活を確保するため、食料、飲料水、生活必需物資及び防災資器材

等の備蓄の基本的事項は次のとおり。 

ア 個人備蓄 

発生初期の飲料水や食料、生活必需物資の確保は、個人の備蓄を中心に対応する

（１週間分）。また、自主防災組織において共同備蓄を進める。 

イ 町備蓄 

町は、平素から必要な飲料水や食料、生活必需物資及び救助に必要な資器材等を主

体として備蓄等を行う。 

(2) 生活必需物資の調達 

町は、生活必需物資として町備蓄品を充当するとともに、「災害時における生活物資

確保等の協力に関する協定」を拠り所として生活必需物資の調達を実施する。 

また、災害発生時に対応が困難となった場合、県に対して、緊急に必要となる物資、

資器材の支援を要請する。 

(3) 地域内輸送拠点の提供 

地域内輸送拠点として、岐南町スポーツセンターを指定し、災害発生時の県の活動拠

点として提供する。 
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第16節 まちの不燃化・耐震化 

１ 方 針 

阪神・淡路大震災では、木造家屋のみならず比較的安全とされていた堅牢建築物まで

もが倒壊し、また、地震に伴い二次災害としての延焼火災も各地で発生した。 

このため、建築物の耐震化・不燃化の推進、防災・緑地帯の確保等を推進することが

必要である。このため地域住民及び施設管理者等に対する耐震化の必要性等を啓蒙し、

被害を一定のレベルに食い止められるような「地震に強いまちづくり」を目指す。 

２ 実施内容 

(1) 建築物の防災対策 

町は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、岐阜県及び岐南町耐震改修

促進計画に基づき、計画的な耐震化を促進していく。 

ア 防災上重要な建築物の耐震性確保 

町及び公共施設管理者は、県有施設の耐震化に準じ、耐震診断及び耐震補強工事を

推進する。 

イ 一般建築物の耐震性強化 

建築物の設計・施工について豊富な知識と経験を持つ（公社）岐阜県建築士会等と

協力し、一般建築物の耐震性確保を図る。また、既存木造住宅の耐震化の必要性を啓

発する。 

ウ 被災した建築物・宅地の危険度判定体制の整備 

町は、地震により被災した建築物（一般住宅を含む）及び宅地の地震等による二次

災害に対する安全度の判定を実施する技術者を確保するため、「全国被災建築物応急

危険度判定協議会」及び「被災宅地危険度判定連絡協議会」が定める判定要綱及び判

定業務マニュアル（震前対策編）に基づき平素から判定士の養成に努める。 

エ ブロック塀（石塀を含む）の倒壊防止対策 

町は、倒壊の危険のあるブロック塀の除却を進めていくものとする。また、住民に

対し、ブロック塀の造り方、点検方法及び補強方法等について、知識の普及を図る。

また、ブロック塀を新設又は改修しようとする住民に対し、建築基準法（昭和25年法

律第201号）に定める基準の遵守を指導する。 

(2) 建築物の不燃化の促進 

町は、建築物が密集し、地震による火災により多くの被害を生じる恐れのある地域に

おける耐火建築物等への改築を促進する。 

また、不特定多数の人が集まる既存特殊建築物の防災性を常時確保するよう指導す

る。 

(3) 道路等の防災対策 

町は、大規模地震発生時における災害応急活動時における緊急輸送道路及び代替ルー

トを確保するため道路・橋梁等の耐震化を推進する。 

また、災害応急対策の円滑な実施のため、ライフライン及び電気共同溝の整備を考慮

する。 

(4) 都市の防災対策 

町は、地震災害を防止、軽減する観点から、避難場所、避難路等の整備及び建築物の

不燃化等の施策を総合的に展開し、防災空間の確保に努める。 
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第17節 液状化対策 

１ 方 針 

町は、木曽川の堆積層、又は旧河川敷に立地しており、地震動により液状化被害を受

ける可能性が高いものと考えられている。大地震発生時の道路の地割れ、陥没、建築物

の沈下・傾斜等の液状化による被害及び対応要領について周知、啓発する。 

 

２ 実施内容 

(1) 液状化危険度に関する意識啓発   

町は、県が示す被害想定により作成された地盤の地震動及び液状化危険度マップ等を

地域住民に示し、建築物の液状化対策に関する知識の普及を図るとともに、自宅周辺の

過去の土地利用経過等の把握を進め、地震動及び液状化による建築物被害が想定される

区域の建築については、安全上有効と考えられる対策を講じるよう指導する。 

(2) 基幹交通網における耐震化の推進 

県が指定した緊急輸送道路（第１次、第２次、第３次）及び町指定の緊急輸送道路

（Ａ・Ｂ）等を基幹交通網とし、液状化現象による被害を局限するとともに、被災時の

復旧が円滑に実施できるように対策する。 

(3) 堤防の液状化対策 

河川管理者は、強い揺れが長く続く地震動が発生した場合に地盤の液状化による堤防

の沈下と崩壊が懸念されることから、水害による二次被害防止のため、堤防の耐震点検

及び液状化に備えた対策を適切に行う。 
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第18節 ライフライン施設対策 

１ 方 針 

ライフライン施設は、日常生活及び産業活動上欠くことのできないものであり、地震

災害発生時における各施設の被害を最小限に止めるため、被害軽減のための諸施策を実

施し、万全な予防措置を講じる。 

２ 実施内容 

(1) 電気施設 

電気事業者は、地震災害発生時の電力供給施設の被害を未然に防止するとともに、被

害が発生した場合の各施設の機能を維持するため、次の予防対策を行う。 

 ア 電力供給施設の耐震性確保（緊急輸送道路沿いの配電線の無電柱化） 

 イ 防災資器材及び緊急資器材の整備 

 ウ 被害状況収集体制の整備 

 エ 広域相互応援体制の整備 

(2) 通信施設 

通信事業者は、地震災害発生時に通信設備の被害を未然に防止するとともに、被害が

発生した場合の通信の混乱を防止するため、次の予防対策を行う。 

 ア 通信施設、設備の耐震化（通信ケーブルの無電柱化） 

 イ 災害対策機器の配備 

 ウ 重要通信の確保 

(3) 放送施設 

放送事業者は、地震災害発生時における住民への情報伝達手段として放送の有効性を

認識し、大規模地震発生時の機能を確保するため、次の予防対策を行う。 

 ア 送信所、放送所の建物、構築物の耐震性の強化 

 イ 放送設備、特に放送主系統設備、受配電設備、非常用発電設備等の耐震対策 

 ウ 放送設備等重要な設備について、代替又は予備の設備の設置 

 エ 二次災害の発生防止のための防止設備等の設置 

(4) 水道施設 

ア 町は、地震災害発生時における水道水の安定供給と二次災害の防止のため、水道事 

業者へ次の指導等を行う。また、災害発生時の飲料水及び生活用水確保のため、非常 

災害用井戸の指定に努め、指定災害用井戸を必要に応じて公示する。 

a 水道施設の耐震化 

b 緊急時給水拠点の設定 

イ 水道事業者は、水道水の安定供給と二次災害の防止のため、次により水道施設の整

備等を行う。 

a 水道水源の多元化による災害時の水道水の安定確保 

b 浄水場施設等の耐震化等 

c 管路施設の整備 

d 電力設備の確保 

e 緊急時給水拠点の設定 

f 資器材の備蓄等 

g 広域相互応援体制の整備 
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(5) 下水道施設 

町は、地震災害発生時の下水道施設の被害を未然に防止するとともに、被害が発生

した場合の各施設の機能を維持するため、次の予防対策を行う。 

ア 下水道施設点検の定期的実施による危険箇所の把握 

イ 下水道施設設備の耐震・液状化対策等 

ウ 下水道施設が損傷した場合の代替機能について検討 

エ 下水道台帳の整備 

 (6) 都市ガス施設 

都市ガス事業者は、地震災害発生時の都市ガス施設の災害及び都市ガスによる二次

災害を未然に防止するとともに、被害拡大防止のため次の予防対策を行う。 

 ア 都市ガス施設の耐震化 

 イ 遮断バルブの設置促進 

 ウ ガス供給地域における地震計の設置 

 エ 地震対応型マイコンメーターの設置促進 

 オ 防火、消火施設設備の充実 

 カ 保安電力の確保 

 キ 要員の確保 

 ク 代替熱源による供給体制の整備 

 ケ 防災資器材及び緊急資器材の整備 

 コ 広域相互応援体制の整備 

(7) 道路 

   道路敷のスペース等を活用し電線、通信のケーブルの無電柱化を検討する。 

  (8) ライフラインの代替機能の確保 

町は、ライフラインの機能に支障が生じた場合に備え、代替機能(ライフラインか

らの自立機能)の確保に努める。 

 ア 避難所その他公共施設での井戸の掘削 

 イ 飲料水の貯留が可能な耐震性貯水槽の設置、生活用水を別に備蓄 

 ウ 避難所その他公共施設への自家発電装置の設置 

 エ 避難所へのプロパンガス及びその設備の備付 

オ 仮設トイレ、バキュームカーの配備(業者との協定)  
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第19節 応急住宅対策 

１ 方 針 

  地震により住宅が全壊（全焼、流失）した場合には、被災者収容のため住宅を確保す

る必要があることから、的確・迅速な応急住宅対策を行う体制を整備する。 

 

２ 実施内容 

(1)  供給体制の整備 

  町は、地震に対する安全性に配慮しつつ、応急仮設住宅の用地に関し、建設可能な用

地を把握するなど、あらかじめ供給体制を整備しておく。 

(2)  民間賃貸住宅の借上げ体制の確立 

  町は、災害時における被災者用の住居として利用可能な民間賃貸住宅の空き家等の情

報の把握に努め、災害時に迅速に斡旋できるよう、あらかじめ体制を整備する。また借

り上げ手続きの円滑化に向け、取扱手続等あらかじめ定めておく。 
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第20節 文教対策 

第１項 文教対策 

１ 方 針 

学校、その他の教育機関等の土地、建物、その他の工作物及び設備（以下「文教施

設」という。）を地震災害から防護し、教育の確保と幼児、児童、生徒及び職員の生

命、身体の安全を図るため、文教施設の保全管理、防災知識の普及、訓練の実施等適切

な予防措置を講じる。 

 

２ 実施内容 

(1) 文教施設の不燃化、耐震構造の促進 

学校等の管理者等は、文教施設の整備に当たっては、耐震性、防火性等考慮した施設

整備に努める。また、学校敷地等の選定・造成をする場合は、災害に対する適切な予防

措置を講じる 

(2) 文教施設の予防対策 

学校等の管理者等は、文教施設の保全管理に努め、特に次の事項には十分留意して地

震災害の予防に当たる。 

ア 組織の整備 

文教施設の補強、補修等が迅速的確に実施できるよう、職員任務の分担或いは作業

員の配置等、平素からその組織を整備しておく。 

イ 補修、補強等 

平素から文教施設の点検、調査を実施し、危険箇所或いは不備施設の早期発見に努

めるとともに、これの補修、補強或いは整備に当たる。 

ウ 資材等の整備 

災害時の文教施設の補修、補強に必要な資材、器具等を整備しておく。 

(3) 危険物の災害予防 

化学薬品及びその他の危険物を取扱い或いは保管する学校等は、関係法令の定めに従

って厳重に保管管理するとともに、適切な取扱いに努め、特に地震災害発生時における

安全の確保について適切な予防措置を講じておく。 

(4) 防災教育 

町又は学校等の管理者等は、学校等での災害を未然に防止するとともに、災害による

教育活動への障害を最小限にとどめるため、平素から必要な教育を行う。 

ア 児童生徒等に対する防災知識の普及 

児童生徒等の安全と家庭や地域への防災知識の普及を図るため、学校（保育教育園

を含む。以下同じ）において防災上必要な安全教育を行う。防災知識の普及は、教育

課程に位置づけて実施し、とりわけ学級活動（ホームルーム活動）、学校行事等とも

関連を持たせながら、効果的に行うよう配慮する。 

イ 職員の専門的知識のかん養及び技術の向上 

職員に対して防災指導資料を作成配布し、或いは講習会、研究会等を通じて防災に

関する知識のかん養及び技術の向上に努める 

(5) 登下校の安全確保 

学校等の管理者は、児童生徒等の登下校（保育教育園を含む。以下同じ）途中の安全
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を確保するため、予め登下校の安全マップ等を学校ごとに策定し、平素から児童生  

徒等及び家庭等への徹底を図る。 

(6) 避難その他の訓練 

学校等の管理者等は、児童生徒等及び職員の防災に対する心構えを確認し、災害時に

適切な処置がとれるよう訓練を実施する。実施に当たっては、次の点に留意する。 

ア 訓練は、学校種別、学校規模、施設設備の状況、児童生徒等の発達段階等それぞれ

の実情に応じた具体的かつ適切に行う。 

イ 児童生徒等が消火作業や搬出作業等の救援活動に従事する場合は、まず身体生命の

安全を確保した上で無理な活動を要求しないよう考慮する。 

ウ 訓練は、全職員の協力と、児童生徒等の自主的活動により十分な効果を収めるよう

に努める。 

エ 訓練の実施に当たっては、事前に関係機関の専門的立場の助言、指導を受けるとと

もに施設設備、器具、用具等について点検し、訓練による事故防止に努める。 

オ 災害時における組織活動の円滑化のため、全職員及び児童生徒等の活動組織を確立

し、各自の任務を周知徹底しておく。 

カ 訓練実施後は、十分な反省を加え、関係計画の修正を図る。 

 

第２項 文化財保護対策 

１ 方 針 

大規模地震災害発生時には貴重な文化遺産が滅失の危機にさらされることが予想さ

れ、文化財保護のため住民の愛護精神の高揚を図ると共に、文化財の適切な保護、管理

の徹底を図る。 

 

２ 実施内容 

(1) 防災思想の普及 

指定文化財等の所有者及び管理者は、文化財に対する住民の愛護精神を高め、防災思

想の普及を図る。 

(2) 文化財施設の予防対策 

ア 指定文化財等の所有者又は管理者 

指定文化財等の所有者又は管理者は、施設を地震災害から保護するため、不燃耐震

化建築による保存庫、収蔵庫等の設置を行い、文化財の保存に努める。   

また、建造物等には消火栓、消火器等を設置するとともに、指定文化財等での火気

の使用制限、施設内の巡視等を行い、災害予防に努める。 

イ 町 

所有者及び管理者に対する防災知識の普及を図るとともに、自動火災報知設備、消

火栓、放水銃、貯水槽、避雷設備等の防災・防火設備の設置を促進する。 

(3) 防災教養 

指定文化財等の所有者及び管理者は、施設職員に対する講習会等により、防火管理、

防火知識の普及を図り、火災予防の徹底に努める。 

(4) 避難その他の訓練 

指定文化財等の所有者及び管理者は、文化財防火訓練を実施するよう努める。 

 



第２章 地震災害予防 

 40 

(5) 応急協力体制 

町及び教育委員会は、県に協力して、緊急避難用保管場所（資料館等）の提供など文

化財の安全確保に努める。 
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第21節 企業防災の促進 

１ 方 針 

企業の事業継続及び早期再建は、県民の生活再建や街の復興にも大きな影響を及ぼす

ことから、大規模地震災害発生時の被害を最小限に留め、早期復旧を可能とする予防対

策を推進する必要がある。そのため、企業の中核事業について継続或いは早期復旧の為

のＢＣＰ(業務継続計画)の策定に取り組むなど、予防対策を進める必要がある。 

町、商工団体等は、企業の防災意識の向上を図り、災害時に企業に期待される役割が

十分に果たせるように、防災対策に取り組むことができる環境の整備に努める。 

２ 実施内容 

(1) 企業の取組み 

企業は、大規模地震災害発生時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の

防止、事業の継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リス

クを把握するとともに、リスクに応じた、リスクコントロールとリスクファイナンス

の組み合わせによるリスクマネジメントの実施に努めるものとする。具体的には災害

時に重要業務を継続するためのＢＣＰを策定するよう努めるとともに、防災体制の整

備、防災訓練、事業所の耐震化、損害保険等への加入や融資枠の確保等による資金の

確保等により防災活動の推進に努める。 

ア 生命の安全確保 

顧客等不特定多数の者が施設に訪れたり、施設内に留まったりする施設の管理者等

は、顧客の安全、企業の従業員等業務に携わる者の安全を確保する。 

イ 二次災害の防止 

製造業などにおいては、火災の防止、建築物等の倒壊防止、薬液の漏洩防止など、

周辺地域の安全確保の観点から二次災害防止のための取組みが必要である。 

ウ 帰宅困難者対策 

従業員等が帰宅困難となった場合に、「むやみに移動を始めない」の原則に基づい

て一定期間事業所等内に留めておくことができるよう、必要な物資を備蓄し、スペー

スを確保する。 

エ 事業の継続 

被災した場合の事業資産の損害を最小限に止めつつ、中核となる事業の継続或いは

早期復旧を可能とするため、ＢＣＰを策定し、普段から行うべき活動や緊急時におけ

る事業継続のための方針、手段などを取り決める。 

オ 地域貢献・地域との共生 

災害発生の際には、住民、町、取引先企業などと連携し、地域の一日も早い復旧を

目指す。企業が行う地域貢献として、敷地の提供、物資の提供等の他、技術者の派

遣、ボランティア活動など企業の特色を活かした活動が望まれる。 

(2) 企業防災の促進のための取り組み 

町、商工団体等は、企業の防災意識の高揚を図るとともに、ＢＣＰの策定の促進等

により企業の防災力向上の推進を図る。また、企業を地域コミュニティの一員として

地域の防災訓練への積極的参加の呼びかけを行う。また、企業が被災した場合に速や

かに相談等に対応できるよう、相談窓口・相談体制等について検討するとともに、被

災企業等の事業再開に関する各種支援について整理する。 
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第22節 業務継続体制の整備 

１ 方 針 

大規模災害時には、庁舎機能の喪失や職員の被災、住民情報の消失など、人的資源及

び社会基盤等が失われ、行政の業務継続に大きな支障をきたすことが考えられる。 

こうしたことから、大規模災害発生時の被害を最小限にとどめ、行政にとって災害時

必要な業務の継続、或いは早期に立ち上げるための業務継続計画(ＢＣＰ)を策定し業務

の継続を図る。 

 

２ 実施内容 

(1) ＢＣＰの策定 

ＢＣＰを策定し、大災害時の継続的な業務の実施を図る。 

ＢＣＰの中核となり、定めるべき要素は次のとおりとする。 

ア 町長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

イ 庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

ウ 電気、水、食料の確保 

エ 災害時にもつながり易い多様な通信手段の確保 

オ 重要な行政データーのバックアップ 

カ 非常時優先業務の整理 

(2) 他地方公共団体等との連携 

災害時に重大な被害に遭った場合は一市町村では対応が不可能になる。この際は他市

町村及び民間企業の支援を受けることが不可欠である。 

このため、受け入れ施設の整備、体制の確保及び協定等の事前の受け入れ準備を継続 

的に実施する。 

   また、ボランティアの受け入れ体制も合わせて整備する。ボランティアセンターは

「老人福祉センター」等に設置し、社会福祉協議会の支援を得る。 

 （3）訓練及び継続的な見直し 

  計画策定時の内容は、人事異動、環境の変化により陳腐化し、実効性を失う。このた

め、継続的に内容の見直しを行うとともに、教育、訓練により職員の練度、意識を維

持、向上させる。  
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第３章 地震災害応急対策 

第１節 活動体制 

第１項 町災害対策本部 

町は、地震災害が発生し、又は発生する恐れがある場合で町長が必要と認めたときは、

災対法の規定により町災害対策本部を設置し、災害が発生するおそれが解消し、又は災害

応急対策を概ね完了したと認めたときはこれを廃止する。町災害対策本部の設置場所及び

編成は、一般災害対策計画第３章第１節による。 

また、町長は、被災地に現地災害対策本部を置くことができる。 

 

第２項 国の非常災害対策本部及び緊急災害対策本部 

国は、大きな地震災害が発生し、その規模等により、内閣総理大臣が特別に必要と認め

たときは、国務大臣或いは内閣総理大臣を本部長とし、非常災害対策本部或いは緊急災害

対策本部を設置し、防災関係機関等が実施する災害応急対策の総合調整や緊急措置に関す 

町は、国の非常災害現地対策本部又は緊急る対策を推進する。災害現地対策本部が設置

された場合は、県を通じて緊密に連絡調整を行う。 
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第２節 通信の確保 

１ 方 針 

被害状況その他の情報の報告等災害時において、迅速・適正な災害応急対策活動を講

じるため、災害発生後直ちに通信手段の確保を図る。 

 

２ 実施内容 

(1) 通信の確保 

ア 情報通信手段の機能確保 

町及び防災関係機関等は、災害発生後直ちに情報通信手段の機能確認を行うととも

に支障を生じた場合、速やかに関連施設の復旧を行う。 

イ 通信の統制 

町本部は、地震災害発生時において、有線電話び携帯電話ともに輻輳することが予

想されるため、通信優先順位の決定及び通信制限等、必要に応じて通信の統制を行

い、災害応急対策の円滑な推進に努める。 

ウ 各種通信手段の活用 

次の各種通信手段を活用し通信を確保する。 

a 町防災無線 

 災害情報、避難所情報、応急活動状況の通報 

b 県防災情報通信システム（地上系、衛星系） 

県災害対策本部への報告、各種防災拠点との連絡調整 

   ｃ 災害時優先電話、特設公衆電話、衛星携帯電話 

    災害時においても繋がり易い電話による情報交換   

   ｄ インターネット 

    ＳＮＳを通じた情報の入手及び発信 

ｅ 警察電話、鉄道電話 

  他に手段がなく、緊急を要する時は、関係機関の協力を得て通信手段を確保す

る。 

f 非常通信の利用 

 町及び防災関係機関等は、有線電話、県防災情報通信システム等が通話不能時に

は、東海地方非常通信協議会構成員の協力を得て、非常通信の伝達を依頼する。 

また、東海総合通信局に対して、「通信機器無償貸与申請書」【様式２－１】に

より無線機、携帯衛星電話の借用を要請する。 

(2) 電話通信会社の協力 

西日本電信電話株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ及びＫＤＤＩ株式会社等は通信施

設の機能維持に努めるとともに、災害時の緊急情報通信網の回線設定及び防災関係機

関の通信の確保を優先的に行うものとする。 

（3）伝令等による通信確保 

   有線電話、防災無線、ＳＮＳによる通信が出来ない場合は、伝令を派遣し、文書又

は口頭で必要事項を伝える。 
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第３節 地震情報の受理・伝達 

１ 方 針 

災害応急対策活動に役立てるため、地震情報を迅速かつ的確に受理し伝達する。 

 

２ 実施内容 

(1) 地震情報の伝達 

岐阜地方気象台において、県内に設置した観測点で震度１以上を観測した場合又は

必要と認める場合は、「震度速報」、「震源に関する情報」、「震源・震度に関する

情報」、「各地の震度に関する情報」、「地震回数に関する情報」等が発表される。 

町は、地震情報及び震度情報を受理したときは、直ちに住民等に迅速的確に伝達す

るとともに、避難の勧告、指示等の措置を行う。 

(2) 全国瞬時警報システム（J-ALERT）及び緊急情報ネットワークシステム(Em－Net)情

報の伝達 

町は、全国瞬時警報システム（J-ALERT）により、気象庁が発信する緊急地震速報を

自動的に町防災行政無線により住民等へ情報を提供する。 

また、内閣官房からEm－Netにより発信される緊急地震情報(東海又は東南海地震に

関する情報)を受理した場合、町防災行政無線及び広報車等で住民等へ情報を提供する

とともに、必要な体制を取る。 

(資料Ｐ２２「東海地震注意情報発表時及び警戒宣言発令時の広報」参照) 
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第４節 地震災害情報の収集・伝達 

１ 方 針 

災害応急対策活動を迅速かつ的確に行うためには、防災関係機関等との連絡や情報収

集が不可欠であり、迅速に被害情報及び災害応急対策等の情報の調査、収集、伝達及び

報告（即報）体制を確立する必要がある。 

ただし、災害が発生してから一定期間経過後等に行う詳細な調査については、それぞ

れ応急対策に関連する計画の定めるところによる。 

 

２ 実施内容 

(1) 情報の収集・連絡手段 

ア 情報の収集 

町及び防災関係機関等は、積極的に被害状況並びに地震災害応急対策活動の実施に

必要な情報を収集するとともに、速やかに関係機関に伝達を行う。 

また、必要に応じて、報道機関や公共交通機関から情報を収集し、災害対策活動に

活用する。 

イ 情報の連絡手段 

町及び防災関係機関等の県に対する報告等は、県被害情報集約システムによること

を原則とし、状況に応じ最も有効な手段を用いて情報を連絡する。 

(2) 被害状況等の調査、報告 

ア 被害状況等の報告方法 

町は、地域内に地震災害が発生した場合は、速やかに道路・水道施設、公共施設及

び建物・住家について「被害認定等マニュアル」による被害調査を実施するととも

に、災対法及び災害報告取扱要領及び即報要領に基づき、県にその状況等を報告す

る。その後、応急対策終了後15日以内に文書により県に確定報告を行う。さらに、震

度６弱以上の地震を観測した場合（総務省から必要に応じて報告を求められた災害も

含む。）は、総務省が別に定める方法等により、県へ報告するものとする。 

通信の途絶等により県に連絡できない場合は、直接消防庁に報告し、連絡が取れ次

第、県にも報告する。 

災害情報及び被害状況の報告は、災害対策上極めて重要なものであり、被害の調査

が被害甚大で、或いは調査に技術を要することにより町単独ではできないときは、関

係機関に応援を求めて行う。 

イ 消防庁への報告 

町及び羽島郡広域連合消防本部は、「直接即報基準」（資料Ｐ２８）に該当する火

災、災害等を覚知したときは、第一報を県に加え、直接消防庁に対して、原則として

30分以内を目途に可能な限り速やかに、分かる範囲での報告を行う。 

この場合において、消防庁から要請があった場合には、第一報後の報告について

も、引き続き、消防庁に対しても行う。 

ウ 被害状況等の調査及び報告 

被害状況等の調査及び報告は、災害の種別その他の災害条件によって一定しないが

概ね次表の区分によって調査、報告をする。 

併せて、県へ応援を要請しなければならない状況を認めた場合、事前に「要請情



第３章 地震災害応急対策 

47 

 

報」【様式２－２】を県へ通知する。 

 

種別区分 調査報告事項 報告時限・報告様式 

災害概況即報 

災害が発生し、又は発生しようとして

いる場合で、発生状況、被害概況、防

護応急活動状況等を即時に報告する。 

発生の都度即時 

【様式２－３】 

被害状況即報 
災害により被害が発生したとき、直ち

にその概況を調査し、報告する。 

発生後毎日定時 

【様式２－４】 

中間調査報告 

概況調査後被害が増大し、或いは減少

したとき概況調査で省略した事項を調

査し、報告する。 

被害の状況がおおむ

ね確定した時 

【様式２－４】 

確定(詳細)調査報告 

災害が終了し、その被害が確定したと

きに全調査事項を詳細に調査し、報告

する。 

応急対策を終了した

後20 日以内 

【様式２－４】 

(注) 毎日定時に報告を必要とする場合は、県がその時刻、回数、期間を検討のうえ指示

する。 

(3) 被害状況等の調査及び報告の優先順位 

被害状況等の調査報告の順序、時期は、災害の種別、規模等によって一定でない

が、人的被害と直接つながる被害の調査、報告を他の被害に優先して行う。 
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第５節 災害広報 

１ 方 針 

住民の安全の確保、人心の安定及び迅速かつ円滑な地震災害応急対策を実施するた

め、被災者へのきめ細やかな情報の提供に心掛けるとともに、デマ等の発生防止対策を

講じ、テレビ、ラジオ、新聞、インターネット、広報誌、広報車等のあらゆる広報手段

を利用して、被災者等への広報を行う。また、情報の混乱を避けるため、関係機関相互

の情報の共有及び情報提供窓口の一元化を図る。 

２ 実施内容 

(1) 災害広報の実施 

町及び防災関係機関等は、地震災害発生後速やかに広報部門を設置し、互いに連携

して、住民に対して、適切かつ迅速な広報活動を行う。また、住民が的確な避難行動

をとることができるようにするため、避難場所、避難所、災害危険地域等を明示した

防災マップや広報紙、ＰＲ紙等を活用して広報活動を行うものとする。 

ア 広報の手段 

報道機関（テレビ・ラジオ放送局、通信社、新聞社）への情報提供、防災行政無

線、インターネット、ケーブルテレビ等による情報提供、広報誌等の配布、広報車の

巡回、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）、掲示板への貼紙、その

他広報手段を有効に活用し、また自主防災組織を通じるなど、迅速かつ的確な広報に

努める。 

イ 広報の内容 

地震災害の発生状況、被害状況、避難に関する情報（避難所、避難勧告・指示

等）、応急対策活動の状況、物流情報等など、被災者のニーズに応じたきめ細やかな

情報を提供する。その際、情報の混乱を避けるため、関係機関と十分に連携を保つ。 

(2) 報道機関との連携 

町及び防災関係機関等は、居住者等に密接に関係のある事項について一元的に報道

機関に情報を提供し、「災害時の放送に関する協定」（資料Ｐ１６）を拠りどころと

し、必要に応じ報道要請する。 

(3) デマ等の発生防止対策 

町及び防災関係機関等は、デマ等の発生を防止するため、報道機関の協力も得て、

正確な情報を迅速に提供する。 

(4) 災害時要援護者への情報伝達 

町は、自主防災組織及び福祉関係者の協力を得て、防災無線、ホームページ及び個

別訪問等により、災害時要援護者に配慮したわかりやすい情報伝達に努める。また、

在宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在を把握で

きる広域避難者、在日外国人、訪日外国人に配慮した広報を行うものとする。特に外

国人に対しては、多言語による災害情報の発信に配慮するものとする。 

(5) 住民の安否情報 

町は、住民の安否情報を収集し、一般住民等からの安否照会に対応する。 

(6) 総合的な情報提供・相談窓口の設置 

町は、住民からの意見、要望、問い合わせに対応するため総合対応窓口を設置す

る。  
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第６節 消防活動 

１ 方 針 

大規模地震発生時には、火災の多発により人命に危害を及ぼすことが予想され、消防

団員はもとより住民、事業者あげて出火防止と初期消火を行うとともに、消防機関は、

迅速に消火、救助活動等に努め、地域住民の生命、身体等を保護する。 

 

２ 実施内容 

(1) 出火、延焼の防止 

ア 出火の防止 

町は、出火を防止するため住民、事業者等に対し、広報、巡回指導等により、出火

の防止措置の徹底を図る。地域住民の自主防災組織及び事業所等の自主消防組織等

は、これに協力し出火の防止に万全を期す。 

イ 初期消火 

自主防災組織等は、道路の寸断等により消防隊の活動が阻害される場合に備え、初

期消火に努め、消防機関の消火活動に協力する。 

ウ 延焼の防止 

消防機関は、火災の発生状況、通行可能な道路、利用可能な水利等を速やかに把握

し、火災の延焼防止に万全を尽くす。 

町は、火災の状況が町の消防力を上回る場合には、岐阜県広域消防相互応援協定

（資料Ｐ２４）及び岐阜県広域消防応援基本計画の定めるところにより消防相互応援

を要請する。 

(2) 危険物関係施設における災害拡大防止措置 

ア 危険物施設の所有者の措置 

a 施設の異常を早期に発見するための点検の実施 

b 危険物の安全な場所への移動、漏えい防止の措置、引火・発火等を防ぐための冷却

等の安全措置 

c 異常が見られ災害が発生する恐れのあるときの消防、警察、町への通報、付近住民

への避難の周知 

d 自衛消防隊その他の要員による初期消火活動や延焼防止活動の実施 

イ 消防機関及び警察の措置 

a 施設の所有者等に対する災害拡大防止の指示 

b 警戒区域の設定、広報活動の実施、住民の立入制限、退去等の命令 

c 消防隊の出動、救助及び消火活動の実施 

d 警察による施設周辺の警戒、交通規制の実施 

(3) 負傷者等の救出及び救急活動 

ア 消防機関、警察等による救出・救急活動 

消防機関、警察等は、倒壊家屋の下敷き、ビル内等での孤立した被災者に対して、

速やかに救出活動を行い、負傷者については、医療機関又は応急救護所へ搬送する。 

a 救出活動 

救出活動を阻害する瓦礫、コンクリート等の除去のため、関係団体の協力を得て、

大型建設機械の活用を図る。 
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b 救急活動 

・消防機関は、救出した傷病者に対し、必要な処置を行うとともに、緊急の治療を要

する者については、応急救護所又は医療機関等への搬送を行う。 

・道路の損壊に伴い車両による搬送が不可能な場合や医療機関が被災し被災地以外の

医療機関への搬送が必要な場合には、ヘリコプターによる搬送を図る。 

イ 地域住民による救出救助 

自主防災組織等は、負傷者等の救出及び搬送に努め、消防機関等の救急救助活動に

協力する。 

ウ 応援要請 

町は、必要に応じて、相互の応援協定に基づき他市町村の応援を要請する。 

(資料Ｐ２４「岐阜県広域消防相互応援協定書」参照) 

３ 応援部隊活動拠点の提供 

応援部隊活動拠点として、北小学校が指定されており、緊急消防援助隊の展開場所と

して運用するため、「拠点開設チェックリスト」【様式７－２】により、使用の可否を

確認するとともに、「拠点開設報告書」【様式７－３】により、県災害対策本部へ報告

する。 

 

 

 

 

第７節 浸水対策 

大規模な地震による浸水の恐れ又は浸水による被害への災害応急対策は、「岐阜県地域

防災計画」による他、「木曽川右岸地帯水防事務組合水防計画」に定めるところによる。 
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第８節 県防災ヘリコプターの活用 

１ 方 針 

地震災害が発生し、より迅速・的確な対応を必要とする場合に、羽島郡広域連合消防

本部と連携して、広域かつ機動的な活動ができる防災ヘリコプターの活用による災害応

急対策の充実強化を図る。(資料Ｐ１４７「岐阜県防災ヘリコプター支援協定」参照) 

 

２ 実施内容 

(1) 防災ヘリコプターによる支援の要請の要件 

町は、次の要件のいずれかに該当するときは、防災ヘリコプターの出動による支援の

要請を行う。 

ア 災害の状況把握及び情報収集が必要な場合 

イ 被災地等への救援物資等の輸送及び応援要員等の搬送が必要な場合 

ウ 住民への避難誘導が必要な場合 

エ その他特に防災ヘリコプターによる災害応急対策活動が必要と認められる場合 

(2) 防災ヘリコプターによる支援の要請 

町は、防災ヘリコプターによる支援の要請をする場合は、県に対して次の事項を明ら

かにして行う。 

ア 災害の種類 

イ 災害発生の日時、場所及び被害の状況 

ウ 災害発生現場の気象状態 

エ  離着陸を伴う場合においては離着陸予定地及び地上支援体制 

オ その他必要事項 
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第９節 救助活動 

１ 方 針 

町及び消防機関は、地震災害発生後速やかに生命、身体が危険に陥った者を早急に救

出し、負傷者については医療機関に収容する。救助活動の実施が困難な場合、速やかに

他機関に応援を要請する。 

 

２ 実施内容 

(1) 救助活動 

町及び消防機関は、緊密な連携のもとに速やかに救出作業を行い、負傷者について

は、医療機関（救護所を含む。）に収容する。救助に関する活動は、「救助実施記録

日計票」【様式７－１】により記録、保管する。 

なお、作業は、必要に応じ機械、器具を借り上げ、岐阜県防災ヘリコプター支援協

定に基づき、防災ヘリコプターを要請するなど実情に即した方法により速やかに行

う。（資料Ｐ１４７「岐阜県防災ヘリコプター支援協定」参照） 

(2) 応援要請の手続 

町は、自らの救出実施が困難な場合、「災害時の災害応援協力に関する協定書」に

基づく緊急防災隊の活用を図るとともに、他市町村、県へ救出の実施又はこれに要す

る要員及び資機材について応援を要請する。 

なお、広域的な消防部隊の応援要請を行う必要が生じた場合、岐阜県広域消防相互

応援協定及び岐阜県広域消防応援基本計画の定めるところにより、消防相互応援を要

請する。 

また、緊急消防援助隊の派遣を受けた場合、町は、迅速かつ重点的な部隊の配置を

行うよう配慮する。 

 (3) その他 

災害救助法が適用された場合の対象者、期間、経費等については、災害救助法施行

細則等による。(資料Ｐ６「岐阜県災害救助法施行細則」参照） 

３ 応援部隊活動拠点の提供 

  一般災害対策計画第３章第10節に同じ。 
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第10節 医療・救護活動 

１ 方 針 

大規模な地震の発生により、医療機関自体も被害を受け診療機能が低下する一方、多

数の避難者の医療を確保することが緊急に求められる。また、ライフラインの途絶によ

り高度な医療行為はできなくなる恐れがあるため、医療機関の被害状況を早急に把握す

るとともに、迅速に医療救護班を編成して医療・救護活動に努める。 

        

２ 実施内容 

(1) 医療（助産）救護活動 

大規模な地震災害時の医療(助産)・救護は次のとおりとし、細部については、医療

(助産)・救護マニュアルにより示す。 

ア 医療（助産）救護活動 

町は、保健相談センター、学校保健室又は屋外テント等に救護所を設置するととも

に、「災害時の医療救護に関する協定」（資料Ｐ３３）に基づき、羽島郡医師会の

協力を得て、医療（助産）救護班を編成し、災害の程度に即した救護活動を行う。

災害の程度により、傷病者が多く手に負えず、必要と認めたときは、災害派遣医療

チーム(ＤＭＡＴ)及び日本医師会災害医療チーム(ＪＭＡＴ)の派遣並びに、必要に

応じて広域後方医療機関（厚生労働省、文部科学省、日本赤十字社、（独法）国立

病院機構）に区域外の医療施設における広域的な後方医療活動を依頼する等、県及

びその他関係機関に協力を要請する。 

なお、町は、災害救助法が適用された後の医療（助産）救護について、県或いは

(一社)岐阜県病院協会に対して、迅速、的確に、医療（助産）救護の要請を行う。 

（資料Ｐ５２「町内医療機関等一覧」参照） 

イ 重傷者等の搬送方法 

重傷者等の後方医療機関への搬送は、羽島郡広域連合消防本部の協力を得て実施す

る。但し、消防機関の救急車両が確保できない場合は、町及び医療（助産）救護班

で確保した車両により搬送する。 

なお、道路の損壊等又は遠隔地への搬送の場合、ヘリコプターによる搬送を県へ要

請する。 

ウ トリアージの実施 

医療救護活動の実施に当たっては、必要に応じトリアージを実施し、効率的かつ

効果的な活動に努める。 

(2) 医薬品等の確保 

町及び血液センターは、関係機関との連携を図り、医療救護活動に必要な医薬品、

衛生材料、医療機器及び血液の確保を図る。ただし、医療救護活動に不足が生じると

きには、県及び関係機関に応援を要請する。 

なお、町内の薬局、薬店等については、資料Ｐ５４「町内薬局・薬店一覧」参照。 
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第11節 遺体の捜索・処理・埋葬 

１ 方 針 

地震災害時の遺体の捜索、処理、埋葬等を的確に実施するため、遺体捜索体制の確

立、必要機器や遺体安置場の確保、他市町村、隣県等の協力による火葬の実施等迅速に

必要な措置を行う。細部実施要領については、「遺体の捜索・取扱いマニュアル」によ

り示す。 

 

２ 実施内容 

(1) 遺体の捜索 

町は、遺体の捜索に必要な資器材を借上げ、警察、消防団等の防災関係機関等の協

力を得て遺体の捜索を行い、発見したときは速やかに収容する。 

(2) 遺体の処理、収容等 

ア 遺体の処理 

町は、遺体を発見した場合は、県警察に届出を行い、県警察は、遺体の見分、検視

を行い、身元が判明している場合は、遺族等へ引き渡す。 

イ 遺体の収容 

町は、身元不明の遺体及び遺族等への引き渡しが困難な場合は、次の措置をとる。 

a 遺体の識別のため、遺体の洗浄、縫合、消毒等の処置の後、必要により撮影を行

う。 

b 仮設安置所において遺体の一時安置を行う。 

c 医師により死因その他についての検査を行う。 

ウ その他 

町は、納体袋、棺及び骨つぼ、骨箱並びにドライアイス、防腐剤等遺体の安置に必

要な用品は、民間葬祭業者の支援協力得て、必要数を確保する。 

（資料Ｐ８４「災害時における支援協力に関する協定（全日本冠婚葬祭互助協会）」参

照) 

(3) 遺体の埋葬等 

ア 遺体の埋葬 

町は、遺体を遺族へ引き渡す或いは火葬に付して骨つぼ若しくは骨箱を遺族に引き

渡す。身元の判明しない遺体は、火葬に付し、墓地又は納骨堂に埋収蔵する等必要な

措置をとる。 

なお、埋葬の実施に当たっては次の点に留意する。 

a 事故死等による遺体については、県警察から引き継ぎを受けた後、埋葬する。 

b 身元不明の遺体については、県警察その他関係機関に連絡しその調査に当たる。 

c 被災地域以外に漂着した遺体等のうち、身元不明の遺体の埋葬は、行旅死亡人と

しての取扱いとする。 

イ 広域火葬 

町は、大規模な災害が発生し、近辺の火葬場が破損し使用できない場合や、使用可 

  能であっても火葬能力を大幅に上回る死亡者があった場合には、県に対して広域火葬

の要請を実施する。 
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(4) 遺体安置所の確保 

町は、避難所として使用されている施設を除き適当な場所に遺体安置所を設ける。 

(5) 応援協力 

町は、自ら遺体の捜索、処理、収容、埋葬の実施が困難な場合、他市町村又は県へ

実施、若しくは実施に要する要員及び資器材について応援を要請する。 

(6) その他 

災害救助法が適用された場合の対象者、期間、経費等については、災害救助法施行

細則等による。（資料Ｐ６「岐阜県災害救助法施行細則」参照） 

 

第12節 防疫・食品衛生活動 

第１項 防疫活動 

１ 方 針 

大地震発生時に、生活環境の悪化、被災者の病原体に対する抵抗力の低下等の悪条件

により感染症等の疫病が発生しやすく、また蔓延する危険性も高いため、防疫活動・食

品衛生活動は、避難所をはじめとして、的確かつ迅速に実施する。 

 

２ 実施内容 

(1) 防疫活動 

町は、次の防疫活動を行う。 

ア 防疫用資機材の確保、便槽、家屋等の清潔及び消毒 

イ ゴミ捨て場所への殺虫剤、殺そ剤の散布 

ウ 避難所における避難者の健康状態の調査、防疫活動の実施 

エ 感染症予防法第35条第１項の規定による当該職員の選任 

オ 臨時予防接種又は予防内服薬の投与 

カ 感染症の発生状況、防疫活動等の広報活動の実施 

(2) 応援の要請 

町は、被害が甚大で防疫活動等の実施が不可能又は困難なときは、他の市町村又は

県への応援要請を実施する。 

 

第２項 食品衛生活動 

１ 方 針 

地震災害発生時には、通常の衛生管理が困難となることが想定され、食品等に起因す

る食中毒発生の危険性が高くなるため、食品の安全性を確保するため、炊き出し施設等

の食品関連施設に対して監視指導を実施し、食中毒等の発生防止を図る。 

 

２ 実施内容 

(1) 食品関連施設に対する監視指導 

町は、炊き出しを開始した場合、速やかに管轄の保健所に連絡する。 

(2) 食中毒発生時の対応 

町は、食中毒症状を呈する者の発生を探知した場合、直ちに医師による診断を受け

させるとともに、その旨を保健所へ連絡する。 
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第13節 交通応急対策 

第１項 道路交通対策 

1 方 針 

地震災害により道路施設に被害が発生し、若しくは発生する恐れがあり、交通の安全と

道路施設保全上必要があると認められるとき、または災害時において交通確保のため必要

があると認められるときには、警察及び道路管理者等の協力を得て、道路の交通を確保す

る。 

 

２ 実施内容 

(1) 輸送道路の確保 

ア 道路に関する被害状況の把握 

町は、地震災害発生後速やかに、緊急輸送道路を優先して道路パトロールを行い、

道路及び交通の状況を把握し、救援・災害復旧体制の早期確立を図る。 

イ 情報の提供 

道路管理者等は、災害発生箇所、内容、通行規制状況、迂回路等の情報について、

県と連携し、迅速かつ的確に道路利用者、防災関係機関等に情報提供を行う。 

(2) 発見者等の通報 

地震災害発生時、道路施設の被害その他で通行が危険か危険または混乱している状

態を発見した者は、速やかに町または警察官に通報するものとする。通報を受けた町

は、道路管理機関またはその地域を所管する警察関係機関に速やかに通報するととも

に、必要に応じて交通規制等の処置を実施する。 

(3) 交通規制の実施 

ア 規制の種別 

a 道路法（昭和27年法律第180号）に基づく規制 

道路管理者は、道路施設の破損、損壊等によりその保全又は交通の危険を防止する

ため必要があると認められる場合、道路の通行を禁止し、又は制限する。 

b 道路交通法（昭和35年法律第105号）に基づく規制 

警察は、災害時において道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図

るため必要があると認められる場合、歩行者又は車両等の通行を禁止し、又は制限す

る。 

c 災対法に基づく規制 

県公安委員会は、災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため、必要と

認めるときは、緊急通行車両以外の車両の通行を禁止し、又は制限する。 

イ 緊急交通路の確保 

a 交通規制の実施 

県公安委員会又は警察は、現場警察官、関係機関及び交通管制施設等の活用によ

り、交通状況及び使用可能な道路を迅速に把握し、交通規制対象路線等から、規制路

線の選定及び区間の指定を行い、一般車両を対象とした通行禁止などの交通規制を実

施する。 

町は、道路法に基づき交通規制を実施する必要がある場合、「緊急通行車両以外の

車両通行止の標示」【様式３－１】を設置するとともに、県公安委員会又は警察へ通



第３章 地震災害応急対策 

57 

 

報する。 

・第１次 

道路交通法に基づく警察署長及び高速道路交通警察隊長並びに現場警察官による交

通規制、災対法に基づく交通規制、道路交通法に基づく交通規制を実施する。 

・第２次 

被害発生後の被災地の状況に応じて、被害状況、緊急度、重要度等を考慮した交通

規制の見直しを実施する。 

b 運転者等に対する措置命令 

警察は、緊急通行車両の円滑な通行を確保するため、必要に応じて、運転者等に対

し車両移動等の措置命令を行う。 

c 放置車両の撤去等 

警察は、緊急交通路を確保するため必要な場合には、放置車両の撤去、警察車両に

よる緊急通行車両の先導等を行う。 

    ｄ 自衛官、消防吏員が行う措置命令、強制措置 

警察官がいない場合、自衛官又は消防吏員は上記イのb、cと同様の措置命令、強

制措置を行うことができる。なおこれら措置を行ったときは直ちに管轄の警察署長

に対し通知する。 

ウ 交通規制の周知徹底 

道路管理者、警察及び町は、交通規制が実施されたときは、直ちに通行禁止等に係

る区域又は道路の区間その他必要な事項について住民、運転者等に周知徹底を図る。 

エ 迂回路の確保 

警察が交通規制を行ったときは、適当な迂回路を設定し、必要な地点に図示する等

によって一般交通にできる限り支障のないよう努める。 

(4) 緊急通行車両の届出 

ア 緊急通行車両の届出 

緊急通行車両であることの確認を受けようとする車両の使用者は、別に定める「緊

急通行車両等確認申請書」を県又は県公安委員会に提出し、「緊急通行車両確認証明

書」及び標章【様式３－２】の交付を受ける。 

イ 事前届出制度 

町は、災害応急対策が円滑に行われるよう、緊急通行車両として使用する車両につ

いて、県公安委員会から事前届出済証の交付を受けるものとし、輸送の確保を図る。 

(5) 報告等 

ア 報告通知 

交通規制を行ったときは、関係機関へ報告又は通知をする。 

イ 報告事項 

町は、報告通知等に当たっては、次の事項を明示して行う。 

a 禁止、制限の種類と対象 

b 規制する区間又は区域 

c 規制する期間 

d 規制する理由 

e 迂回路の道路、幅員、橋梁等の状況等 
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第２項 輸送手段の確保 

１ 方 針 

大規模地震発生に伴い家屋の倒壊、火災等が広範囲で起こり、多くの被害、被災者が

生じることが予想されるため、被災者及び災害応急対策要員の移送或いは災害応急対策

用物資、資材の輸送等のための手段を確保する。 

 

２ 実施内容 

(1) 町の確保体制 

町は、道路交通が可能な限り自動車輸送によるものとし、必要に応じて車両等の調

達を行う。なお、必要な車両等の確保が困難な時は、県に対して要請及び調達のあっ

せんを依頼する。 

車両の運行について、県公安委員会から、事前に「緊急通行車両等事前届出書」

【様式３－３】により許可を得た緊急通行車両及び緊急輸送のために「緊急通行車両

確認証明書及び標章」【様式３－２】の交付を受けた車両により輸送の確保を図る。 

(2) ヘリコプター離着陸場等の確保 

町は、ヘリコプターが離着陸できる場所（避難所等を除く。）を県へ報告するとと

もに、離着陸する場合には安全の確保を図る。 

(3) 緊急物資の輸送体制の確保 

町は、避難所等へのアクセス、道路の被害状況、並びに予想される輸送物資の種類

及び量等を勘案し、国や、民間輸送業者等と連携し、輸送システムを構築し、緊急物

資の円滑な輸送を図る。 

緊急物資保管場所として岐南町スポーツセンターを物資の地域内輸送拠点として設

置する。 

なお、陸路による緊急輸送が不能であると判断された場合には、ヘリコプターによ

る空輸を行うため、ヘリコプター緊急離着陸場を一時集積配分拠点とする。 

ア 取扱い物資 

a 他地域から配送される救援物資(食料、飲料水及び生活用品等） 

b 食料、生活必需物資等の応急生活物資 

c 町に配送される義援物資 

d 医薬品 

イ 地域内輸送拠点における業務 

a 緊急物資、救援物資の一時集積及び分類 

b 避難所等の物資需要情報の集約 

c 配送先別の仕分け 

d 小型車両への積み替え、発送 

(注)・ 大型車両による輸送は原則として地域内輸送拠点までとする。 

・イのc、d については、ボランティアを積極的に活用する。 

ウ 避難所等への輸送 

町は、避難所等までの輸送を実施する。  
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第14節 災害応援要請 

１ 方 針 

大規模地震発生時においては、その被害が大きくなることが予想され、単一の防災関

係機関等のみでは、応急対策活動に支障を来すため、各機関はあらかじめ締結された広

域応援協定等に基づき、相互に協力し、応急対策活動を円滑に実施する。 

 

２ 実施内容 

(1) 広域応援 

町は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、中部９県１市で締結され

ている災害時等の応援に関する協定等に基づき他の都道府県に対し、県を通じて応援を

求め、災害対策に万全を図る。 

また、災害時相互応援協定に基づき、協定締結相手先に応援を要請する。 

(資料Ｐ５５～Ｐ６２「災害時応援協定」参照) 

(2) 経費の負担 

国から派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担方法並びに他都道府県、他市町

村から派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担方法は災対法等所定の方法によ

る。 

(3) 消防活動に関する応援要請 

町は、地震災害が発生し、羽島郡広域連合消防の消防力をもってしても被災地の災害

防御に対処できない場合には、岐阜県広域消防相互応援協定書及び市町村相互間の消防

応援協定に基づき、当該市町村に応援を求める。 

(4) 応援の受入体制の整備 

町は応援を求めた場合、必要に応じてその応援の受入体制を整備する。 
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第15節 自衛隊災害派遣要請 

１ 方 針 

地震災害に際し、人命又は財産の保護のため必要があると認める場合に、県を通じて

自衛隊の災害派遣を要請する。 

２ 実施内容 

(1) 災害派遣要請の基準 

ア 地震災害が発生し、人命、財産を保護するための災害応急対策の実施が、自衛隊以

外の機関で不可能又は困難であると認められるとき 

イ 地震災害の発生が迫り、予防措置に急を要し、かつ自衛隊の派遣以外に方法がない

とき 

 

(2) 災害派遣要請を受けることができる者 

ア 陸上自衛隊第10師団長（第35普通科連隊経由） 

イ 航空自衛隊第２補給処長 

 

(3) 災害派遣部隊の活動範囲 

ア 被害状況の把握 

車両等状況に適した手段によって情報収集活動を行い、被害の状況を把握する。 

イ 避難の援助 

避難の命令等が発令され、避難、立ち退き等の場合で必要があるときは、避難者の

誘導、輸送等を行い、避難を援助する。 

ウ 遭難者等の捜索救助 

行方不明者、負傷者等発生の場合は、通常他の活動に優先して捜索救助を行う。 

エ 水防活動 

堤防、護岸等の決壊に対して、土のう作成、運搬、積込み等の水防活動を行う。 

オ 消防活動 

火災に対しては、救難待機態勢以外の消防車その他消防救難機材（空中消火が必要

な場合は航空機）をもって、消防機関に協力して消火に当たる。特に大規模油脂火

災、大規模火災対処について早期に派遣要請を航空自衛隊岐阜基地に対して働きかけ

る。消火薬剤等は、通常関係機関の提供するものを使用する。 

カ 道路又は水路の啓開 

道路若しくは水路の損壊、又は障害物に対して、それらの啓開、又は除去に当た

る。この際、土木機材等機械力を活用する。 

キ 応急医療、救護及び防疫 

被災者に対し、応急医療、救護及び防疫を行うが、薬剤等は、通常関係機関の提供

するものを使用する。この際、大量の負傷者に対するトリアージ設置、運用に必要な

医師、看護師、仮設施設等を考慮する。 

ク 人員及び物資の緊急輸送 

救急患者、医師その他救援活動に必要な人員及び救援物資の緊急輸送を実施する。

この場合の航空機による輸送は、特に接近困難な孤立個所からの救出等緊急を要する

と認められるものについて行う。 
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ケ 炊飯及び給水 

被災者に対し、炊飯及び給水を実施する。 

コ 物資の無償貸付又は譲与 

防衛省所管の物品の無償貸付及び譲与等に関する省令（昭和33年総理府令第１号）

に基づき、被災者に対し生活必需品等を無償貸与し、又は譲与する。 

サ 危険物の保安及び除去 

能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の保安措置及び除去を実施す

る。 

シ その他 

その他臨機の必要に際し、対処可能なものについて、所要の措置をとる。 

(4) 災害派遣要請の手続き 

ア 派遣要請の要求 

町長は、自衛隊の災害派遣を必要とする場合は、「災害派遣要請依頼書」【様式４

－１】により県知事に要請の依頼を行う。ただし、急を要するときは、口頭又は電話

で行い事後速やかに文書を提出する。 

なお、県知事に派遣要請を求めることができない場合には、町長は、その旨及び災

害の状況を自衛隊に通知することができる。ただし、事後速やかに通知した旨を県知

事に通知する。 

イ 自衛隊の自主派遣 

自衛隊は、地震による災害に際し、その事態に照らし特に急を要し、要請を待つい

とまがないと認められるときは、自衛隊法に基づき、要請を待たないで部隊等を派遣

することができる。 

ウ 派遣部隊の受入体制 

町は、自衛隊の災害派遣が決定（自衛隊の自主派遣を含む。）されたときは、県の

支援を受け、受入体制を整えるとともに、県連絡職員の派遣を受ける。 

また、自衛隊の作業が他の防災関係機関等と協力して効率的に実施できるように、

特に次の事項に留意のうえ、その受入れ体制の準備を図る。 

a 派遣部隊と市町村との連絡窓口及び責任者の決定 

b 作業計画及び資機材の準備 

c 宿泊施設（野営施設）及びヘリポート等施設の準備 

d 住民の協力 

e 派遣部隊の誘導 

f 活動状況の報告 

(5) 県警察への協力依頼 

町は、自衛隊派遣を容易にするため必要があると認めたときは、県警察と協議し

て、白バイ、パトロールカー等による派遣部隊の先導を要請する。 

(6) 経費の負担区分 

ア 自衛隊の救援活動に要した経費 

原則として派遣を受けた町が負担するものとし、次に示す内容を基準とする。 

a 派遣部隊の宿営及び救援活動に必要な土地建物等の使用料及び借上料 

b 派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱費（自衛隊の装備品を稼働させるため必

要とする燃料を除く。）、水道料、汚物処理料、電話等通信費（電話設備費を含
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む。）及び入浴料 

c 派遣部隊の救援活動に必要な自衛隊装備品以外の資材、機材等の調達、借上げ、

運搬及びその修理費 

イ その他 

負担区分について疑義が生じた場合、或いはその他必要経費が生じた場合は、県と

の調整を経てその都度協議して決定する。 

(7) 派遣部隊撤収時の手続 

町長は、自衛隊の災害派遣の目的を達成したときは、速やかに県知事に対し、「自 

衛隊の撤収要請依頼書」【様式４－２】を提出する。  
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第16節 ボランティア対策 

１ 方 針 

大規模地震災害が発生した場合、ボランティア活動への期待が大きくなるが、被災地

において、ボランティア活動が無秩序に行われると現場が混乱する。そのため、ボラン

ティアに対するニーズを把握するとともに、その活動拠点の提供等環境整備を図り、ボ

ランティア活動が円滑に行われるように努める。 

 

２ 実施内容 

(1) 町の活動 

町は、町社協と連携してボランティア・ニーズを把握するとともに、活動拠点となる

施設の確保と情報を共有する場を設置する。 

また、必要な情報機器、設備等の支援を行うとともに、ボランティアの活動状況を把

握し、ボランティアを行っている者の生活環境について配慮する。 

  また報道機関へ働きかけ、必要とするボランテイア活動の種類と人員規模について情

報を提供して広く参加を呼び掛ける。 

(2) 日本赤十字社岐阜県支部の活動 

日本赤十字社岐阜県支部は、被害の状況に応じて、支部内に災害対策本部を設置する

と共に、岐南庁赤十字奉仕団等のボランティアによる救護活動の連絡調整を行う。 

(3) 町社協の活動 

町社協は、災害のため必要があると認めるときは、「老人福祉センター」にボランテ

ィアセンターを設置し、被災地におけるボランティア活動への支援を行う。 

(4) 専門分野のボランティア関係機関の活動 

救出、消火、医療、看護、介護及び建築物・宅地危険度判定等の専門知識・技術を要

するボランティアについては、当該ボランティア活動に関係する団体等が、関係機関と

連携を密にし、受入、派遣に係る調整等を行う。 

(5) 大学へのボランティア支援要請 

  町は、ボランティア・ニーズを確認し、近隣の大学へ照会し、ボランティア派遣の支

援を要請する。(資料Ｐ１５０、Ｐ１５５「災害時等の大学等高等教育機関による支援

協力に関する協定」参照) 
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第17節 給水活動 

１ 方 針 

地震災害のため飲料水が枯渇し、又は汚染して飲料に適する水を得ることができない

場合、住民等に対して、最小限度必要な量の飲料水を供給するため、迅速に適切な措置

を行う。 

 

２ 実施内容 

(1) 実施体制 

町は、飲料水の供給が困難な場合、岐阜県水道災害相互応援協定（資料Ｐ６４参

照）等に基づき、飲料水の供給又はこれに要する要員及び給水資機材について、県に

必要な措置を要請するとともに、岐阜市、羽島市、笠松町との応援協定に基づき、応

援配水について協議し、飲料水の供給を確保する。また（公社）日本水道協会からの

支援を考慮する。（資料Ｐ６６、Ｐ６８「上水道相互連絡管設置に関する協定書」参

照） 

(2) 給水の方法 

町における給水の方法は、配水地からの拠点給水とし、給水車等で輸送する搬送給

水も考慮して臨機に対応する。また、給水は公平に行うものであるが、医療機関や避

難所等を優先的に行うよう配慮する。 

併せて、非常災害用井戸の活用を図り、飲料水又は生活用水として井戸水の活用を

考慮する。 

(3) 自衛隊の災害派遣による給水 

渇水又は災害等により飲料水の供給が不能となった場合に、他の施設からの応援に

よっても飲料水の確保ができないときは、「第3章第16節」に基づき自衛隊の災害派遣

を 県に要請する。 

(4) その他 

災害救助法が適用された場合の対象者、給水量、期間、経費等については、災害救

助法施行細則等による。（資料Ｐ６「岐阜県災害救助法施行細則」参照） 
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第18節 避難対策 

１ 方 針 

地震災害発生時においては、家屋倒壊、火災等の発生が予想され、とりわけ大規模に

火災が拡大した場合、大きな被害を及ぼす恐れがあり、避難のための可能な限りの措置

をとることにより、住民等の生命及び身体の安全の確保等に努める。 

 

２ 実施内容 

(1) 避難の勧告又は指示 

 ア 町長の措置 

町長は、地震発生に伴う災害から、住民等の生命、身体の保護又は災害の拡大防止

のため特に必要があると認められるとき、関係法令の規定(災対法第60条第1項)、あ

らかじめ定めた「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」に基づき、地域住民等に対し

て避難のための勧告又は指示を行う。 

イ 県知事の代行措置、県知事等の措置 

地震災害の発生により、町がその全部または大部分の事務を行うことができなくな

った場合、町長に代わってその事務を行うことができる、 

ウ 警察官の措置、自衛官の措置、水防管理者の措置 

著しい危険が切迫していると認められる事態を承知した業務中の標記の者は、危険

地域の住民に避難の指示を行うことができる。 

(2) 避難の勧告又は指示内容 

避難の勧告又は指示は、次の内容を明示して行う。 

ア 避難対象地域 

イ 避難先 

ウ 避難路                                   

避難の勧告又は指示の理由 

 エ その他必要な事項 

(3) 避難措置等の周知 

ア 関係機関相互の通知及び連絡 

町は、避難を勧告し、又は指示をし、若しくは指示等を承知したとき、関係機関

に通知又は連絡する。 

イ 住民等に対する周知 

町は、避難の勧告又は指示を行った場合あるいは他機関からその旨の通知を受け

た場合は、「第３章第５節 災害広報」により住民及び帰宅困難者、滞留旅客者（以

下「帰宅困難者等」という。）に周知する。 

なお、避難の必要がなくなったときも同様とする。 

(4) 指定避難所の開設 

ア 指定避難所の開設場所 

町は、災害の態様に応じ｢避難勧告等の判断・伝達マニュアル｣に従い開設する。 

イ 指定避難所の周知 

町は、避難所を開設した場合において、速やかに地域住民及び帰宅困難者等に周

知するとともに、県をはじめ県警察、自衛隊等関係機関に連絡する。 
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ウ 避難所における措置 

町が実施する救援措置は、概ね次のとおりとする。 

a 被災者の収容 

b 被災者に対する給水、給食措置 

c 負傷者に対する医療救護措置 

d 被災者に対する生活必需物資の供給措置 

e その他被災状況に応じた応援救援措置 

エ 避難所の運営 

町は、避難所が、避難者自らが、あらかじめ定めた避難所運営マニュアルに従っ

て運営するよう指導する。また、長期の避難生活による精神的ストレス解消のた

め、日本医師会災害医療チーム(ＪＭＡＴ)派遣を要請する等、被災者の心のケアに

努めるとともに、避難所における生活環境が良好なものであるように努め、ストレ

スの軽減を図る。 

そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況、プライバシーの確保状況、簡易 

ベッド等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師・歯

科医師・歯科衛生士・保健師・看護師・管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒

さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状況、し尿及びごみの処理状況など、避難

者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努める。 

さらに、避難所運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い 

等男女双方の視点等に配慮する。 

オ 障がい者及び高齢者等の避難所の使用 

一般の避難者と同居することが困難な障がい者及び高齢者等は、福祉避難所を使

用するものとする。また、重度の障がい者及び要介護４・５の要介護者が避難を必

要とする場合は、民間福祉施設と協議の上、その使用を考慮する。(「災害時の要

援護者避難施設としての民間社会福祉施設等の使用に関する協定」（資料Ｐ１８９

～Ｐ１９５）参照) 

カ ボランティアの活用 

町は、避難所の運営にあたって、岐南町赤十字奉仕団、その他ボランティア団体

の協力を得て、避難所の生活環境の保持等に努める。 

   また、ボランティアの生活環境にも配慮する。  

(5) 避難路の通行確保・誘導 

住民が、迅速かつ安全に避難できるよう道路規制等により、通行の支障となる行為

を排除、規制し、避難路の通行確保及び避難誘導に努める。 

(6) 自主防災組織による避難活動 

自主防災組織は、自ら又は町の指示、誘導により、次のとおり避難活動を実施する。 

ア 避難指示等の地域内居住者等への伝達の徹底及び地域内居住者の避難の把握 

イ 避難時の携行品(食料、飲料水、貴重品等)の周知 

ウ 高齢者、傷病者、身体障がい者等の保護を要する者の介護及び搬送 

エ 防火、防犯措置の徹底 

オ 組織的な避難誘導、避難場所又は避難所への収容 

(7) 避難先の安全 

町及び警察は、広域避難場所及び避難所内における混乱の防止、秩序の保持等被災者
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の収容及び救援対策が安全に行われるよう措置する。 

(8) 警戒区域の設定 

 町は、災害が発生し、又は発生しようとしている場合において、人の生命又は人に対

する危険を防止するため、また、避難指示を出した地域における残置財産防護のため必

要と認めたときには、災対法第63条の規定により、警戒区域を設定し、当該区域への立

ち入りを制限し、若しくわ禁止し、又は当該区域からの退去を求めることができる。 

 警戒線の運用については、状況により警戒部隊(警察、自衛隊、消防団、自主防災組

織)を配置して、24時間体制の警戒態勢も考慮する。 

(9) 応急仮設住宅の提供 

町は、学校等が避難所として利用されている場合、学校教育の再開に支障となるた

め、避難所の統合及び応急仮設住宅の提供等により、避難所の早期解消に努める。 

(10) 要配慮者 

町は、避難誘導、避難所での生活環境、応急仮設住宅への収容に当たっては、要配 

慮者に十分意を払う。 

特に高齢者、障がい者の避難所での健康状態の把握、応急仮設住宅への優先的入

居、高齢者、障がい者向け応急仮設住宅の設置等に努める。 

また、要配慮者に向けた情報の提供についても理解できるように工夫する。 

(11) 行政区域を越えた広域避難 

行政区域を越えた広域避難を実施する場合、住民の心情の把握に努め、県との連携

を 密にして避難先について検討する。県内の他市町村への受け入れは町が直接協議

し、他都道府県の市町村への受け入れは県に対し協議を求める。 

(12) 避難所外の被災者への支援 

   町は、やむを得ず避難所に滞在することができない車中及び自宅避難者に対して

も、食料等必要な物資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービ

スの提供、正確な情報の伝達等により、生活環境の確保が図られるように努める。 

 この際自治会、自主防災組織の支援を得る。 
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第19節 要配慮者、避難行動要支援者対策 

１ 方 針 

地震災害発生時、要配慮者(特に避難行動要支援者)は身体面又は情報面のハンディキ

ャップから迅速な行動がとれず、その後の避難生活においても不自由を強いられること

から、個別かつ専門的な救援体制を整備することが必要である。このため地域住民の協

力応援を得て、避難することが望ましい。要配慮者等対しては、災害時の情報提供、避

難誘導、救護・救済対策等様々な場面においてきめ細やかな施策を行う。 

 

２ 実施内容 

(1) 避難行動要支援者対策 

 町は、本計画において、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行う

ための措置について定める。 

町は、本計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連携の下、平素より避難

行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成しなければならな

い。また、避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住

状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的に更新す

る。 

町は、避難支援等に携わる関係者として本計画に定めた消防機関、県警察、民生委

員・児童委員、町社会福祉協議会、自主防災組織等に対し、避難行動要支援者本人の

同意を得た上で、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供し、事前準備を図る。 

町及び避難支援等関係者は、避難行動要支援者名簿を活用するなどして居宅に取り

残された要配慮者の迅速な発見に努め、避難所（福祉避難所）への移動、施設入所等

の緊急措置、在宅保健福祉サービスのニーズの把握等を実施する。 

住民は、地域の要配慮者の避難誘導について、自主防災組織を中心に地域ぐるみで

協力支援する。また、被災後速やかに、要配慮者の被災状況、生活環境等を調査し、

民間福祉施設の避難所としての使用、避難所への入所、ホームヘルパーの派遣等の日

常生活の支援に努める。 

(2) 社会福祉施設の対策 

社会福祉施設の管理者等は、要配慮者を災害から守るため、次のような対策を講じ

る。 

ア 入所者の保護 

a 迅速な避難 

速やかに入所者の安全を確保する。 

避難にあたっては、施設近隣住民の協力を求め、迅速な避難に努める。 

b 臨時休園等の措置 

保育教育園等にあっては、保育を継続することにより乳児、幼児の安全の確保が困

難な場合は、臨時休園とし、乳児、幼児を直接保護者へ引渡す、或いは一時安全な場

所で保護する等、実情に応じた措置をとる。 

c 負傷者等の救出、応急手当等 

被災による負傷者に対して、救出、応急手当等必要な措置をとるとともに、必要に

応じ消防機関の応援を要請する。 
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d 施設及び設備の確保 

施設及び設備が被災した場合、町等の協力を得つつ施設機能の回復を図り、入所可

能な場所を応急に確保する。 

e 施設職員等の確保 

職員の受災、又は入所者数の増加によって職員等のマンパワーが不足するときは、

不足の程度等を把握し、町に連絡しその応援を要請する。 

f 食料や生活必需物資の確保 

食料や生活必需物資に不足が生じた場合、買い出し等により速やかに確保し、入所

者の日常生活の確保を図る。 

確保できないときは、不足が予想される物資の内容や程度について町の支援を要請

する。 

g 健康管理、メンタルケア 

入所者をはじめ職員等の健康管理（特にメンタルケア）に、十分配意する。 

イ 被災者の受入 

被災を免れた施設又は被災地に隣接する地域の施設は、余裕スペースを活用して援

護の必要性の高いものから被災者の受入を行う。 

(3) 外国人対策 

町は、テレビ・ラジオ等の外国語放送や多言語によるインターネットなどを通した

外国語による正確な情報を伝達するなど、外国人に対し、避難所や物資支給等の必要

な情報が欠如、混乱することがないよう考慮する。 

 

第20節 帰宅困難者等対策 

１ 方 針 

  大規模地震発生に伴い、多くの帰宅困難者等が発生する。町は一時滞在者等の安全か

つ円滑な帰宅を推進する為の施策を推進する。 

 

２ 実施内容 

(1) 事業者等への啓発 

公共交通機関が運行を停止し、大量の帰宅困難者が発生する場合は「むやみに移動 

しない」基本原則を広報し、一斉の帰宅を抑制する。 

(2）一時滞在施設の確保 

  必要に応じて、関係機関等の協力を得て一時滞在施設を確保する。 

  この際、男女のニーズの違い及び要配慮者に配慮した一時滞在施設の運営に努め

る。また、滞在が長期に及ぶ場合は食料、水、寝具の提供に留意する。 

(3) 傷病者等への支援 

  帰宅途中で疲労又は怪我等により、帰宅が困難になった帰宅者に対しては、医療機

関への搬送又は休養場所の提供等、必要な救援活動を行う。 

(4) 情報提供 

  警察、放送事業者、企業、防災関係機関等から道路、交通情報を入手し、帰宅ルー

ト及びコンビニ等の営業状況等の情報提供に努める。 
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第21節 食料供給活動 

１ 方 針 

地震災害により食料を確保することが困難になり、日常の食事に支障が生じ又は支障

が生じる恐れがある場合は、被災者等を保護するために、食料の応急供給を迅速かつ的

確に行う。 

 

２ 実施内容 

(1) 実施体制 

町は、日常の食事に支障が生じ、又は支障が生じる恐れがある場合、炊出し及び食

品給与を行う。炊き出しは、岐南町赤十字奉仕団の支援を受け、原則として、総合調

理センターで実施することとする。それが困難な場合、若しくは小規模災害時に地区

単位で実施する炊き出しは、その程度に応じて、職員を現地に派遣して、自主防災組

織(自治会)において実施する。 

災害救助法が適用されたときは、県知事の委任を受けて町長が実施するものとす

る。 

ただし、町において食品給与が実施できないときは、県若しくは隣接市町村の応援又

は協力を依頼して実施する。 

 

(2) 実施現場 

炊き出しの実施は、避難所にできるだけ近い適切な場所において実施する。ただ

し、近くに適切な場所がないときは、適宜の場所或いは施設で実施し、自動車等で運

搬する。 

 

(3) 炊き出しの方法 

町は、炊出しの実施に当たっては、次の点に留意する。 

ア 町において直接実施することが困難なときで、米飯業者等に注文することが実情に

即すると認められるときは、炊き出しの基準等を明示して業者から購入し、配給する

こととして差し支えない。 

イ 献立は、被災状況に留意し、できるだけ栄養のバランス等を考慮するものとする。 

ウ 炊き出し場所には、原則として、総合調理センターとし、町の職員等責任者が立会

し、その実施を指揮するとともに関係事項を記録する。なお、炊き出しを避難所施設

において行う場合は、自主防災組織及び避難者の協力支援を得る。 

(4) 主食料及び副食等の一般的な確保 

被災者等に対する炊出し及び食品給与のために必要な米穀等は、「緊急時における生

活物資確保等の協力に関する協定」を活用してその確保に努める。但し、災害の規模そ

の他により現地において確保できないときは、近隣市町村に支援を、或いは県に供給を

要請する。（資料Ｐ９３～Ｐ１１３「緊急時における生活物資確保等の協力に関する協

定」参照）また、東海農政局岐阜支局への支援を要請する。 
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確保する米穀等の目安数量は、次表のとおり。 

区 分 米 穀 乾パン 

被災者供給用 

精米１人１食当たり 200ｇ 

又は 

玄米１人１食当たり 220ｇ 

1人１食当たり115ｇ 

災害救助従事者供給用 

精米１人１食当たり 300ｇ 

又は 

玄米１人１食当たり 330ｇ 

1人１食当たり115ｇ 

 

(5) 食品衛生 

町は、食料の配給並びに炊出しにあたっては、常に食品衛生に心掛ける。 

(6) その他 

災害救助法が適用された場合の炊き出し及び食品給与の対象者、期間、経費等につ

いては、災害救助法施行細則等による。 

（資料Ｐ６「岐阜県災害救助法施行細則」参照） 
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第22節 生活必需物資供給活動 

１ 方 針 

地震災害により、日常生活に欠くことのできない被服、寝具その他生活必需物資（以

下「生活必需物資」という。）を喪失又はき損し、直ちに入手することができない状態

にある住民に対して供与又は貸与するため、迅速、適切な措置を行う。 

 

２ 実施内容 

(1) 実施概要  

町は、「緊急時における生活物資確保等の協力に関する協定」（資料Ｐ９３～Ｐ１

１３参照）を活用して生活必需物資の確保に努める。救援物資等の引継については、

「救援物資等引継書」【様式８－２】により適正に運営する。災害によって生活必需

物資を喪失又は毀損し、資力の有無にかかわらず、これらの物資を直ちに入手するこ

とができない状態にある住民を供給対象者として、供給対象者の状況を考慮して、適

時に生活必需物資の各世帯に対する割当及び支給を実施する。 

生活必需物資を支給した場合、「救援物資等供給状況」【様式８－３】に記録する

とともに、県へ通知する。また、生活必需物資の受払については「救援物資等受払

簿」【様式８－４】により管理する。 

但し、自ら生活必需物資の給与又は貸与の実施が困難な場合、他市町村又は県へ応

援を要請するものとする。また、災害救助法が適用された場合は、これらの物資の確

保及び輸送は県が行う。 

(2) 生活必需物資支給品目等 

支給品目等は、被害の実情に応じ、寝具、外衣、肌着、身の回り品、炊事道具、食

器、日用品、光熱材料等の生活必需物資について現物をもって行うものとし、世帯別

割当は、一般災害対策計画第３章第23節別表「物資割当基準表」を基準とし、事前に

「救援物資等割当台帳」【様式８－５】を作成し、「物資の供給状況」【様式８－

６】によって管理する。 

(3) その他 

災害救助法が適用された場合の対象者、期間、経費等については、災害救助法施行

細則等による。（資料Ｐ６「岐阜県災害救助法施行細則」参照） 

 

３ 地域内輸送拠点施設の指定 

地域内輸送拠点施設として、岐南町スポーツセンターを指定する。 

緊急物資保管場所として運用するため、「拠点開設チェックリスト」【様式７－２】 

により、使用の可否を確認するとともに、「拠点開設報告書」【様式７－３】により

県災害対策本部へ報告する。  
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第23節 保健活動・精神保健 

１ 方 針 

地震災害時の生活環境の劣悪さや心身への負担により、心身双方の健康に変調を来す

可能性が高く、公的な保健医療面での支援及び心のケアが不可欠である。そのため、被

災者を対象に、避難所の生活環境の整備や心身両面からの保健指導を実施するととも

に、仮設住宅や一般家庭等住民全体に対しても、心身両面の健康状態の悪化を予防し、

被災者自らが健康を回復、維持及び増進し、心身とも健康な生活が送れるよう支援す

る。 

 

２ 実施内容 

(1) 保健活動 

町は、災害の程度により必要と認めたときは、保健所、県の協力を得て、被災者の

健康管理活動を行う。 

(2) 精神保健 

町は、保健所との連携により、管内の精神保健に関するニーズを把握するととも

に、被災住民への身近な精神保健に関する相談支援活動を実施する。活動内容は、次

のとおり。 

ア 精神障がい者の住居等、生活基盤の至急の確保 

イ 精神科入院病床の確保 

ウ 24時間精神科救急体制の確保 

エ 治療、通所中断した通院、通所者の治療、通所機会の提供 

オ 被災者の心の傷のケア 

カ 被災救援にあたる職員、ボランティアの心のケア 
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第24節 公共施設の応急対策 

１ 方 針 

大規模地震発生時には、公共施設の緊急点検を行い、これらの被害状況等の把握に努

め、二次災害の防止や被災住民の生活確保を最優先した施設復旧を行う。 

 

２ 実施内容 

(1) 道路施設の応急対策 

ア 応急対策 

町は、地震災害発生後速やかに、あらかじめ指定した緊急輸送道路について優先的

に道路パトロールを行い、道路の被害状況を調査し、被害状況を勘案したうえで、車

両通行機能の確保を前提とした早期の復旧作業に努める。 

イ 応援要請 

町は、啓開作業を実施するにあたり、路上の障害物の除去が必要な場合には、警察

機関、消防機関、自衛隊、建設業者等の協力を得て実施する。 

(2) 排水路等の応急対策 

町は、地震災害発生後直ちに排水路等の施設の緊急点検を行い、被害状況の把握に

努める。被害を認めた場合は、その被害状況に応じた適切な応急対策に努める。 

(2) 公共建築物の応急対策 

町は、庁舎、学校施設及びその他の公共施設について、施設及び施設機能の緊急点

検を実施し、被害状況の把握に努め、できる限り応急復旧による機能確保に努める。 

(3) その他 

公共施設の登記、筆界に関わる業務及び登記、境界関係相談窓口設置が必要な場

合、「災害時の応援業務に関する基本協定」に基づき、岐阜県公共嘱託土地家屋調査

士協会へ当該業務を依頼する。（資料Ｐ８７「災害時の応援業務に関する基本協定

（岐阜県公共嘱託土地家屋調査士協会）」参照） 
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第25節 ライフライン施設の応急対策 

１ 方 針 

電気、通信、上下水道、ガス等のライフライン施設への被害は、被災住民の生活に大

きな混乱を生じさせるだけでなく、その後の復旧活動や経済活動にも影響を及ぼす。ま

た、医療活動のライフライン依存度が極めて高いことから、復旧予定時期の明示により

民心の安定に努めるとともに、防災関係機関等や医療機関への優先的復旧などを図る。 

 

２ 実施内容 

(1) 電気施設 

町は、地震災害発生時に中部電力㈱から被害状況、関連施設の運営状況等の情報の

収集に努める。併せて、県及び関係機関に報告し、住民への広報に努める。 

町は、中部電力㈱に対して、地震災害時においても原則として可能な限り送電の継

続を要望する。応急復旧に際して、防災関係機関等、医療機関について優先的な復旧

に努めると共に、二次災害防止と円滑な応急復旧実施のため、送電停止等の適切な危

険予防措置、或いは、高圧発電機車による緊急電源確保への協力を要請する。 

(2) 通信施設 

町は、地震災害発生時には通信事業者から被害状況、関連施設の運営状況等の情報

の収集に努める。併せて、県及び関係機関に報告し、住民への広報に努める。 

また、二次災害防止と応急復旧への協力を通信事業者及び関連団体に要請するとと

もに、衛星用可搬型陸上無線機、災害時優先電話等による通信の輻輳の緩和及び重要

通信の確保を図るよう要請する。応急復旧に際して、防災関係機関等、医療機関につ

いて優先的に復旧する。 

(3) 放送施設 

町は、地震災害発生時には放送事業者から被害状況、関連施設の運営状況等の情報

の収集に努め、放送事業者は、放送の継続確保を図る。 

(4) 水道施設 

町は、被害調査及び水道事業者の報告により被害状況を把握し、水道業者に対して

応急復旧の指示を行う。応急復旧に際して、防災関係機関等、医療機関について優先

的に復旧する。併せて、県及び関係機関に報告し、住民への広報に努める。 

また、水道事業者による応急復旧が困難である場合は、県に対し県内水道事業者所

有の復旧用機材の貸与又は提供、人員の応援要請を行う。 

(5) 下水道施設 

町は、被害調査及び水道事業者の報告により被害状況を把握し、応急復旧の指示を

行う。応急復旧に際して、下水施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、下水管路、

マンホールポンプ等の被害の拡大及び二次災害の防止、暫定機能の確保等の災害応急

対策を実施する。併せて、県及び関係機関に報告し、住民への広報に努める。 

また、水道事業者による応急復旧が困難である場合は、復旧用器材のあっせん、人

員の応援要請を行う。 

(6) 都市ガス施設 

町は、地震災害発生時には東邦ガス㈱から被害状況、関連施設の運営状況等の情報

の収集に努める。併せて、県及び関係機関に報告し、住民への広報に努める。 
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また、東邦ガス㈱及び関連団体に対して、被害状況に応じて、要所毎の遮断バルブ

や供給ブロックのバルブの閉止措置等による二次災害防止と供給停止範囲の極小化を

図りつつ、応急復旧への協力を要請する。この際防災関係機関等、医療機関に対して

優先的に復旧する。 
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第26節 文教災害対策 

第１ 項 文教対策 

１ 方 針 

大規模地震が発生した場合、学校教育においては児童生徒等の安全確保が第一であ

る。教育施設が避難所として使用され、その使用の長期化が予想されることから、学校

等の再開については、早急に教育施設の確保を図る等応急対策を実施するとともに、学

校教育に支障を来さないように必要な措置を講じる。 

 

２ 実施内容 

(1) 児童生徒の安全確保 

学校等の管理者等は、「第２章第20節文教対策」により災害発生に対して定められ

た計画に基づき、児童生徒等の保護に努める。 

(2) 教育活動の早期再開 

二町教育委員会は、災害発生時において、教育活動の早期再開を期すため、次の措

置を講じる。 

ア 応急教育の実施 

教職員、教育施設、教材等を早期に確保し、応急教育の円滑な実施を図る。 

イ 被害状況の把握及び報告 

応急教育の円滑な実施を図るため、学校等において、速やかに児童生徒等、教職員

及び施設設備の被害状況を把握し、県教育委員会に報告する。 

ウ 教育施設の確保 

教育施設の被災により授業が長期間にわたって中断することを避けるため、次によ

り施設の効率的な利用を図る。 

a 被害箇所及び危険箇所の応急修理 

b 公立学校の相互利用 

c 仮設校舎の設置 

d 公共施設の利用 

e 上記によっても教育施設の確保が困難なときは、適宜必要な措置の実施 

エ 応急教育についての広報 

応急教育の開始に当たっては、開始時期、方法等について、児童生徒等や保護者等

への周知を図る。 

(3) 教員の確保 

二町教育委員会は、教職員の被災により通常の教育の実施が不可能となった場合、

教職員の確保に努めると共に、合併授業等必要な措置をとる。 

(4) 児童生徒等に対する援助 

ア 学用品の給与等 

二町教育委員会は、応急教育に必要な教科書等の学用品について調査し、その種

類、数量を県教育委員会へ報告してその確保に努める。 

イ 就学援助 

町は、世帯が被災し、就学が困難となった児童生徒等に対し、就学奨励のための必

要な援助を行う。 



第３章 地震災害応急対策 

 

78 

 

ウ 学校給食 

給食を実施している学校等は、給食の継続に努めるものとし、関係機関の支援を得

て食材等の確保を図る。 

エ 防疫措置 

学校等は、児童生徒等の保健指導を強化し、感染症の発生の恐れのあるときは、臨

時に児童生徒等の健康診断を行い、患者の早期発見と早期処置に努める。なお、児童

生徒等に感染症が集団発生したときは、県、学校医等と緊密に連絡をとり、防疫措置

に万全を期す。 

防疫の実施は、「第３章第12節 防疫・食品衛生活動｣の定めるところによる。 

オ 転出、転入の手続 

二町教育委員会は、児童生徒等の転出、転入について、状況に応じ、速やかかつ弾

力的な措置をとる。また、転入学に関する他都道府県の対応等の情報及び手続等の広

報に努めるとともに、窓口を設け、問い合わせに対応する。 

カ 心の健康管理 

二町教育委員会は、被災した児童生徒等及び救援活動に携わった教職員に対するメ

ンタルケアに留意する。 

(5) その他 

災害救助法が適用された場合の学用品等の給与についての対象者、期間、経費は、

災害救助法施行細則等による。 

 

第２項 文化財、その他の文教関係の対策 

１ 方 針 

地震災害発生時における文化財その他文教関係の応急対策を行うため、必要な措置を

講じる。 

 

２ 実施内容 

(1) 被害報告 

文化財、公民館その他社会教育施設等の管理者は、その施設に被害が発生した時、

被害の状況を町へ報告する。 

(2) 公民館その他社会教育施設の対策 

町は、文化財、公民館その他社会教育施設等に災害が発生したときは、被害状況を

県へ報告するとともに、被災施設の応急対策等を行う。 

(3) 文化財の対策 

町及び二町教育委員会は、被災文化財について、県文化財保護審議会委員等専門家

の意見を参考にして、文化財的価値を可及的に維持するよう所有者或いは管理者に被

害文化財個々につき対策を指示し指導する。 
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第27節 建築物・宅地の危険度判定 

１ 方 針 

地震発生後、余震等による二次災害の防止と住民の安全確保を図るため、「全国被災

建築物応急危険度判定協議会」及び「被災宅地危険度判定連絡協議会」（以下「協議

会」という。）が定める判定要綱及び判定業務マニュアルに基づき、被災した建築物及

び宅地の危険度判定を実施する 

 

２ 実施内容 

(1) 制度の概要 

「被災建築物応急危険度判定士」及び「被災宅地危険度判定士」が被災した建築物及

び宅地の被害状況を調査し、余震等による二次被害に対する危険度の判定・表示等を

行い、住民へ情報提供する。 

(2) 実施主体の責務 

町は、建築物及び宅地の被災状況に基づき危険度判定を要すると判断した場合、応

急判定実施本部を設置し、判定活動に必要な措置を講じるものとする。併せて、被災

者等への周知、県への判定士派遣等の支援要請、判定中の対象建築物使用制限等の処

置を講じる。 

なお、実施に際しては、「被害認定等マニュアル」を活用する。 
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第28節 災害救助法の適用 

第１項 基本的対応 

１ 方 針 

地震災害が一定規模以上でかつ応急的な救助を必要とする場合は、災害救助法（昭和

22年法律第118号）を適用し、災害にあった者の保護と社会秩序の保全を図ることが必

要であり、制度の内容、適用基準及び手続を関係機関が十分熟知し、地震災害発生時に

おける迅速・的確な法の適用を図る。 

（資料Ｐ６「岐阜県災害救助法施行細則」参照）。 

 

２ 実施内容 

(1) 制度の概要 

災害救助法による救助は、被災者の保護と社会秩序の保全を図るために、県知事が

国の機関として応急救助を行うものであり、救助の事務の一部を町長が行うこととす

ることができる。 

救助の種類、程度、方法及び期間に関しては、県知事が厚生労働大臣の承認を得て

定めることとされており、県及び町が救助に要した費用については、県が国の負担を

得て支弁する。ただし、町は一時繰替支弁することがある。 

(2) 被害状況の把握及び報告 

町は、速やかに被害状況の把握を行い、把握した被害状況を県に報告する。被害が

甚大で正確に把握できない場合は概数による緊急報告を行う。 

また、県の機能等に甚大な被害が発生し、被害状況の報告が一時的に不可能な場合

には、被災市町村は、直接、国に対して緊急報告を行う。 

(3) 災害救助法の適用 

町長は、地震災害により災害救助法を適用する必要があると認めた場合、県知事に

対しその旨を要請する。 

県知事は、町長の要請に基づき必要があると認めた場合、災害救助法を適用する。 

 

第２項 災害救助法非適用地域に対する県の財政援助 

１ 方 針 

災害救助法の適用に至らなかった地域で一定の基準に該当する場合は、県から救助に

対する助成措置を受けることができる。 

 

２ 実施内容 

県の財政援助は、災害救助法の適用に至らなかった地域のうちで、次に該当する場合

に助成措置が実施される。 

(1) 適用される災害の規模 

県内一以上の市町村に災害救助法による救助が実施された場合、被害の規模が災害

救助法施行令別表第１に掲げる３分の１以上の被害があった場合 

(2) 助成の対象となる救助の種類 

助成の対象となる救助の種類は、災害救助法第23 条第1 項の規定による救助とす

る。 
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(3) 助成の対象となる救助の程度等 

助成の対象となる救助の程度、方法及び期間は岐阜県災害救助法施行細則別表第１

の基準による。 

(4) 助成の対象となる費用 

上記(2)、(3)に要した経費を補助金として交付する。 
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第29節 清掃活動 

１ 方 針 

災害時に大量に発生する災害廃棄物は環境汚染及び衛生環境の悪化を招くとともに復

旧、復興の大きな障害となる。このため処分場の確保等に努め、廃棄物等の計画的な処

理に努める。 

 

２ 実施内容 

(1) ごみ、し尿の処理活動 

町は、清掃事業団体の協力を得て、ごみ収集運搬とし尿収集運搬に区分して、ごみ

又はし尿の収集及び運搬を実施する。また、必要に応じて県へ応援要請を実施する。 

 

(2) 清掃方法 

ア 収集順序 

ごみの収集及びし尿の汲み取り収集は、緊急に清掃を要す地域から順次実施する。 

イ 収集方法 

ごみの収集にあたっては、収集担当地域を明確にするとともに、住民に災害廃棄物

の分別収集の徹底を図る。 

ウ ごみ及びし尿の処分 

ごみ（災害廃棄物）は、リサイクル等による減量化を行い、可燃物は焼却施設処理

を原則する。 

なお、フロン類使用機器の廃棄処分では、フロン類の適正な回収、処理を行う。 

し尿の処分は、原則として、し尿処理場（衛生施設組合）等において処理する。 

(3) 廃棄物の処理 

災害廃棄物の処理については、岐南町「災害廃棄物処理計画」に基づき、被災後の

状況に適合するよう対応し、仮置き場を必要に応じて設置する等、災害後の混乱した

状態においても適正に実施する。また、大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体

制の確立や民間連携の促進等に努めるものとする。 

建築物等の解体等による石綿の飛散を防止するため、必要に応じ事業者等に対し、

大気汚染防止法に基づき適切に解体等を行うよう指導・助言するとともに、災害廃棄

物に関する情報をホームページ等において公開する等周知に努めるものとする。 

 

(4) その他関連対策 

町は、避難所等の開設に伴い仮設便所を設置する場合、原則として、し尿貯留槽が

装備された便所（以下「仮設トイレ」という。）を配置する。ただし、準備できない

場合には、簡易組立式トイレを使用し、不足するときには、地下水汚染に配慮して野

外トイレを設置する。野外トイレの閉鎖にあたっては、消毒後埋没する。 

仮設トイレについては事前に町内事業所・活動団体等の保有数を把握しておくもの

とする。なお不足する場合には、県へ応援要請を行う。 
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第30節 愛玩動物等の救援 

１ 方針 

地震災害発生時には、飼い主不明又は負傷した愛玩動物（一般家庭において愛玩等の

目的で飼養保管されている犬、ねこ等の動物）等が多数生じると同時に、被災者が愛玩

動物を伴い避難所に避難してくることが予想される。 

このため、逸走した動物による人への危害防止及び動物愛護の観点から、関係団体等

と連携し、これらの動物の保護及び飼い主への必要な支援等を行う。 

 

２ 実施内容 

(1) 被災地域における動物の保護 

町は、獣医師会等関係団体及び動物愛護ボランティア等と協力して、飼い主不明又

は負傷した愛玩動物の保護、収容、救護等を行う。 

(2) 動物の適正な飼養体制の確保 

町は、飼い主とともに避難した愛玩動物の収容施設を避難所の隣接地に設置するよ

う努める。 

(3) 特定動物の逸走対策 

特定動物（ワニ等の危険な動物）が飼養施設から逸走した場合、県へ通報するとと

もに、飼養者、その他関係機関等と連携し、必要な措置を講じる。 

 

 

第31節 防犯対策  

岐阜県地域防災計画 第3章 第37節「災害警備活動」に基づき、岐阜県警察と連携

した防犯活動を推進する。 

町は、岐阜県警察と防犯情報等を交換し、町民に周知する。 

自主防災組織等は、必要に応じて自主的な防犯活動に努める。 
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第32節 災害義援金品の募集配分 

１ 方 針 

県民及び他都道府県から被災者に対して寄託される義援金品を、確実、迅速に被災者

に配分するため、受入、引継ぎ、集積、配分、管理等必要な措置を実施する。 

 

２ 実施内容 

(1) 義援金品の募集 

大規模地震災害が発生した場合に、町、日本赤十字社岐阜県支部（義援金のみを取

扱う。）等は、義援金品の募集機関として、ニーズ、状況等を十分考慮しながら義援

金の募集を実施する。 

なお、義援物資の梱包に際しては、品名を明示する等円滑かつ迅速な仕分け、配送

に十分配慮した方法とするよう呼びかける。 

(2) 義援物資の受入、配分等 

町は、次により義援物資の受入及び配分等を行う。 

ア 受 入 

a 災害発生後速やかに受入窓口を開設し、義援物資の受入を行い、「救援物資等受払

簿」【様式８－４】により管理する。 

b 受入れを希望する物資を明確にし、早期に公表を行う。 

c 義援金品拠出者名簿を作成し、或いは「義援金品受領書」【様式８－１】を発行し

てそれぞれ整備保管する。 

イ 引継ぎ、集積 

受入れた義援物資の引継ぎは、「救援物資等引継書」【様式８－２】を作成し、そ

の授受の関係を明らかにしておく。 

ウ 配分 

a 配分 

町は、配分基準を定め、当該配分基準に従って配分を行う。 

なお、特定物資及び配分先指定物資については、それぞれの目的に沿って効率的な配

分を個々に検討して行い、「救援物資等供給状況」【様式８－３】により記録する。 

b 配分の時期 

配分は、できる限り受入又は引継ぎを受けた都度行うことを原則とするが、義援物

資の量などを考慮し、適宜配分時期を調整する。 

ただし、腐敗、変質の恐れがある物資については、迅速かつ適切に取扱うように配

慮する。 

エ 管理 

義援物資は、「救援物資等受払簿」【様式８－４】を備え付け、受入から引継ぎ又

は配分までの状況を記録する。 

オ 各種様式 

義援物資の受入、引継ぎ、集積、配分、管理にあたり、作成、発行する各種様式は

別に定める。 

カ 費用 

義援物資の募集や配分に要する労力等は、できる限り無料奉仕とするが、輸送に要
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する経費等はそれぞれの実施機関において負担する。各実施機関は、経費の証拠記録

を整理保管しておく。 

(3) 義援金の受入、配分等 

町、日本赤十字社県支部及び県共同募金箱等は、次により義援金の受入及び配分等を

行う。 

ア 受入 

a 地震災害発生後速やかに受入窓口を開設し、義援金の受入を行う。 

b 義援金品拠出者名簿を作成し、或いは「義援金品受領書」【様式８－１】を発行し

てそれぞれ整備保管する。 

イ 管理、配分 

義援金は、銀行預金等確実な方法で保管管理する。義援金品受払簿を備え付け、受

入から引継ぎ又は配分までの状況を記録する。なお、預金に伴う利子収入は、義援金

に含めて扱う。 

義援金の配分は、適切な時期に配分基準に従って配分する。 

ウ 費用 

義援金の募集や配分に要する労力等は、できる限り無料奉仕とするが、送金、引継

ぎに要する経費等はそれぞれの実施機関において負担する。各実施機関は、経費の証

拠記録を整理保管しておく。 
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第４章 東海地震に関する事前対策 

第１節 総則 

第１項 東海地震に関する事前対策の意義 

東海地震の発生が予知され、東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合に、地震発生

に備えて地震防災上実施すべき応急の対策を混乱なく迅速に実施することにより、また、

東海地震注意情報(以下「注意情報」という。）が発表された場合には、地震防災上実施す

べき応急の対策の準備行動を行うことにより、地震被害の軽減を図る。 

 

第２項 東海地震に関する事前対策の性質 

１ 「東海地震に関する事前対策」は、東海地震の発生に伴う被害の発生を防止し又は軽

減するため、一部警戒宣言前を含み、主として、警戒宣言時から地震発生までの間にお

ける事前応急対策を定める。地震発生後は、「第３章 災害応急対策」に定めるところに

より対処する。 

 

２ 町及び防災関係機関等は、「東海地震に関する事前対策」に基づいてそれぞれ必要な

具体的対策等の実施に万全を期す。 

 

第３項 防災関係機関等が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業務の大綱 

町及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱は、第１章第２節に準じる。 

 

第４項 東海地震注意情報に基づき政府が準備行動を行う旨の意思決定を行った場合の対

応 

町及び防災関係機関等は、注意情報に基づき政府が準備行動等を行う旨の意思決定を行

った場合、警戒宣言時対策の円滑な実施のため、警戒宣言前から必要な準備を行う。 
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第２節 活動体制 

第１項 町 

１ 強化地域外の市町村の地震災害警戒組織 

(1) 注意情報発表時 

町は、注意情報が発表された場合、警戒宣言前からの準備的行動が実施できる体制を

とるため、災害対策本部を設置する。 

(2) 警戒宣言発令時 

町は、警戒宣言が発せられた場合、その地域に係る警戒宣言発令時対策を実施するた

め、大規模地震対策特別措置法の規定に基づき、災害対策本部を設置する。 

(3) 警戒解除宣言発令時 

町は、警戒解除宣言が発せられた場合、災害対策本部を廃止する。 

 

第２項 防災関係機関等の災害対策組織 

１ 注意情報発表時 

防災関係機関等の長は、注意情報が発表された場合、警戒宣言前からの準備的行動が

実施できる体制をとる。 

２ 警戒宣言発令時 

防災関係機関等の長は、警戒宣言が発せられた場合、その所管に係る警戒宣言発令時

対策を実施するため、あらかじめ定めた災害対策組織を設置する。 

３ 警戒解除宣言発令時 

防災関係機関等の長は、警戒解除宣言が発せられた場合、災害対策組織を廃止する。 

 

第３項 防災上重要な施設の管理者 

１ 注意情報発表時 

防災上重要な施設の管理者は、注意情報発表の報道に接した場合、実情に応じた準備

活動を実施する。 

２ 警戒宣言発令時 

防災上重要な施設の管理者は、警戒宣言が発せられた場合、人命の安全確保、火災、

爆発等の防止措置をとるため、それぞれ応急計画等に基づき、組織的に防災活動を実施

する。 

 

第４項 自主防災組織 

１ 注意情報発表時 

自主防災組織は、注意情報が発表された場合、注意情報発表の地域住民への周知や警

戒宣言前から準備が必要な活動を実施する。 

２ 警戒宣言発令時 

自主防災組織は、警戒宣言が発せられた場合、組織的に情報を伝達し、防護及び避難

等を行い、防災関係機関等の実施する地震防災応急対策が、迅速かつ的確に実施できる

よう協力し、一体となって活動する。 
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第３節 協力体制 

１ 方針 

防災関係機関等は、密接な連携を保ち、相互に協力して地震防災応急対策を迅速かつ

的確に実施する。 

 

２ 実施内容 

(1) 相互連携及び応援 

防災関係機関等は、地震防災応急対策を実施する上で、他の機関の応援を求める必

要が生じた場合は、直接災害応援協定を締結している他機関に対し、又は県警戒本部

に対し、応援の要請又は斡旋を依頼し協力を得る。 

(2) 警戒宣言前からの準備的行動 

町は、広域応援部隊の派遣及び受援準備を行うとともに、災害時応援協定等を締結

している市町村等や、隣接市町村等の体制を確認する。 
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第４節 警戒宣言・地震予知情報等の伝達 

１ 方 針 

地震防災応急対策を迅速かつ的確に実施するため、防災関係機関等は、正確かつ迅速

な地震予知情報等の伝達及び住民等に対する緊急広報を実施し、情報の収集、伝達に万

全を期す。 

２ 実施内容 

(1) 伝達する情報 

ア 「東海地震に関する調査情報」、「東海地震注意情報」、「東海地震予知情報」

（以下「東海地震に関する情報」という。） 

イ 警戒宣言等発令 

東海地震に関連する調査情報 
東海地震に関する現象について調査が行われた場合に

発表される情報 

東海地震注意情報 
観測された現象が東海地震の前兆現象である可能性が

高まった場合に発表される情報 

東海地震予知情報 
東海地震が発生する恐れがあると認められ、「警戒宣

言」が発令された場合に発表される情報 

 

(2) 伝達主体 

町は、東海地震に関する情報が発せられた場合、その内容を住民、通勤・通学者、

外国人、障がい者等に対して、同報系無線、広報車等により住民に伝達する。 

(3) 伝達経路 

地震注意情報 

 『地震予知情報(警戒宣言)』 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁 

『内閣府』 

消防庁 FAX 

 消防庁 

岐阜地方気象台 

県防災行政無線 

岐阜県

（本庁） 
町 住民等 

県防災行政無線一斉 FAX 
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第５節 広報対策 

１ 方 針 

東海地震に関する情報の発表に伴う社会的混乱を防止し、民心の安定を図るため、迅

速、的確な広報を実施する。 

 

２ 実施内容 

(1) 警戒宣言時対策 

ア 広報の内容 

町及び防災関係機関等は、住民等の混乱の発生の防止に重点をおき、住民等が正確

に理解できる平易な表現を用い、反復継続して広報する。 

イ 広報の手段 

町及び防災関係機関等は、同報系無線、広報車、インターネット及び自主防災組織

等により広報を行う。 

なお、要配慮者及び外国人等に配慮した情報伝達に努める。 

ウ 問い合わせ窓口 

町は、住民等の問い合わせに対応できるよう、問い合わせ窓口等を設置する。 

(2) 警戒宣言前からの準備的行動 

上記の広報対策は、注意情報発表時点から実施することとし、併せて注意情報の意

味や今後の推移、住民・事業所の不要不急の旅行、出張等を自粛すべきことを広報す

る。 

 



第４章 東海地震に関する事前対策 

91 

 

第６節 事前避難対策 

１ 方 針 

警戒宣言が発せられた場合、人命の安全を確保するため、町は地域住民の自主防災組

織と連携し、迅速、的確な避難対策を実施する。 

 

２ 実施内容 

(1) 事前避難体制の確立等 

町は、警戒宣言発令時において、警戒宣言の発令から地震の発生まで比較的短時間

であるということを前提に、避難者が、徒歩により、円滑かつ迅速に避難行動をとれ

るよう事前避難体制の確立に努める。 

(2) 警戒宣言前からの準備的行動 

事前避難対策は、警戒宣言前からの準備的行動において、最も重要な対策であり、

確実に実施されることが必要である。 

ア 学校等 

学校等は、必要に応じ、倒壊の危険の無い場所(グランド等)に速やかに避難すると

ともに、可能であれば保護者への引渡し等の措置を行う。 

イ 要配慮者 

病院、福祉機関等は、高齢者、障がい者、病人等要配慮者の実情に合わせた安全対

策を行う。 
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第７節 消防・水防 

１ 方 針 

消防機関及び水防管理団体は、警戒宣言が発せられた場合、住民等の生命、身体及び

財産を保護するため、災害発生に備えた予防及び被害局限処置を推進する。 

 

２ 実施内容 

(1) 消火対策 

町は、警戒宣言が発せられた場合、住民等の生命、身体及び財産を保護し、地震発

生後の火災及び混乱の防止等に備えて、次の事項を重点として必要な措置を講じる。 

ア 地震に関する正確な情報の収集、伝達 

イ 火災の防除のための警戒 

ウ 火災発生の防止、初期消火についての住民等への広報 

エ 自主防災組織等の活動に対する指導 

 

(2) 水害予防 

「木曽川右岸地帯水防事務組合水防計画」による。 

(3) 警戒宣言前からの準備的行動 

消防機関や水防管理団体は、注意情報発表の段階から、それぞれの活動に必要な物

資、資機材等の点検、補充、配備等を実施する。 
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第８節 物資等の確保対策 

１ 方 針 

町は、関係機関の協力のもとに警戒宣言時の避難者の救護及び災害発生後の被災者の

救助に必要な物資等を確保するよう努める。 

 

２ 実施内容 

(1) 警戒宣言時の物資確保体制の整備 

町は、警戒宣言時の避難者等の救護のための物資の確保及び発災時の被災者に対す

る救助物資等の円滑な調達のため、主な生産者、卸売業者、大型小売業者等の保有物

資等についての在庫量を把握するとともに、必要な物資等の保管及び放出準備の要請

を行う。 

(2) 食料の確保 

町は、警戒宣言の発令とともに、地震の発生に備え、備蓄物資等を確認し、協定等

を締結している関係団体等の食料の保有数量等の把握並びに応急給食のための要員、

資機材及び運搬手段等の確保を図る。 

(3) 関係指定地方行政機関の協力 

ア 育児用粉乳、おにぎり・弁当・缶詰等応急食品 …… 東海農政局 

イ 生活必需物資   ……………………………………… 中部経済産業局 

ウ 災害復旧用木材  ……………………………………… 中部森林管理局 
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第９節 保健衛生対策 

１ 方針 

町は、警戒宣言が発せられた場合、医療関係機関の協力のもとに、避難者等のうち病

人等の応急救護並びに発災後に備えての医療（助産）及び医薬品等の確保、清掃並びに

防疫に関する措置を講じる。 

 

２ 実施内容 

(1) 医療（助産） 

ア 警戒宣言発令時対策の概要 

医療機関は、警戒宣言が発令された場合、次の措置を講じる。 

a 病院（診療所）の防災処置 

b 入院患者の安全対策 

c 救急患者を除く外来診療の中止 

d 医薬品、食料物資等の確保、医師の確保等の発災後への備え 

イ 医療救護班の編成待機 

町は、発災後の医療（助産）救護に備えるため、必要に応じ羽島郡医師会又は羽島

郡広域連合消防本部に対する医療（助産）救護班設置のための準備を要請する。 

(2) 清掃 

町は、災害発生により生じるごみ、又はし尿を収集運搬するため、事業者に対し

て、清掃班の編成及び車両の確保について準備を要請する。また、指定した避難所に

仮設トイレが設置できるように資機材の調達準備を行う。 

(3) 防疫 

町は、災害発生後の防疫活動に備え、県及び保健医療機関等との連携、協力体制を

維持する。 

(4) 警戒宣言前からの準備的行動 

ア 町 

救護所の開設準備 

イ 病院等 

救急救命処置及び治療体制の確立 
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第10節 生活関連施設対策 

１ 方 針 

電気、通信、報道、水道、ガス、金融、及び郵便に関する事業を営む機関は、警戒宣

言が発せられた場合は、地震防災応急対策及び住民の防災行動の円滑な実施を推進し、

災害発生に備えて迅速な応急復旧を実施するための体制を整える。 

 

２ 実施内容 

(1) 電気 

ア 警戒宣言時の電気の供給 

電気については、地震防災応急対策活動の基礎であり、その供給の継続が不可欠で

あり、電力会社は、電力供給の継続に努める。 

イ 災害応急対策の準備活動 

電力会社は、災害発生に備えて応急復旧に必要な資機材の確認及び必要な車両の確

保を図るものとし、工事業者に対し出動準備を要請する。 

(2) 通信の確保 

通信については、居住者の相互連絡、学校、県、町等への問合せ等の増大により、

通信の輻輳が予想され、西日本電信電話㈱は、一般加入者等の使用を状況に応じて、

適宜制限する措置をとり、地震防災応急対策の実施上重要な通信の確保を図るととも

に、状況に応じ災害用伝言ダイヤル「171」及び災害用ブロードバンド伝言板

「web171」を提供して安否確認に必要な措置をとる。また、他の通信会社もこれに準

じた措置をとる。 

(3) 報道 

報道関係機関は、地震予知情報等の正確かつ迅速な伝達のため不可欠であり、地震予

知情報等の正確かつ迅速な報道に努める。なお、報道に際しては民心の安定及び混乱の

防止を図るため、地震予知情報等と併せて居住者等に対し冷静かつ沈着な行動をとるよ

う呼び掛けるとともに、居住者等が防災行動をとるため必要な情報の提供に努める。 

(4) 水道 

ア 警戒宣言時の飲料水の供給 

飲料水については、発災後の給水不能の事態発生に備えての緊急貯水による水需要

増加に対応するため、水道事業者は、浄水設備及び給配水設備を最大限に作動させ、

飲料水の供給の継続及び貯水池の最大貯水量を確保する。 

イ 災害応急対策の実施準備活動 

ａ 給配水施設 

水道事業者は、給排水施設の応急復旧資器材の備蓄数量を確認すると共に、工事

業者に出動準備を要請する。 

ｂ 応急給水 

水道事業者は、発災後の事態に備えて、配水地等が満水になるよう運転管理す

る。また配水地から、飲料水を運搬供給する給水資器材及び消毒薬剤、水質検査器

具を整備点  検すると共に、給水班の出動態勢を整える。 

(5) ガス 

  ア 警戒宣言時のガスの供給 
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    ガス会社は、警戒宣言が発せられた場合に於いても、供給を継続する。 

 イ 災害応急対策の準備活動 

   ガス会社は、応急復旧に必要な資器材の確認、工作車両等の確保を図るものとし、

工事業者に出動準備を要請する。 
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第11節 帰宅困難者等に対する措置 

１ 方 針 

警戒宣言が発せられた場合、交通規制や鉄道の運行停止などにより、町内に帰宅困難

者や滞留旅客が発生することが予想されるため、具体的な交通規制の実施や鉄道の運行

停止を踏まえてその対策を講じる。 

 

２ 実施内容 

(1) 警戒宣言時対策 

ア 町は、帰宅困難者、滞留旅客の保護等のため、「むやみに移動しない」原則と呼び

かけるとともに、避難所の設置や帰宅支援等必要な対策を講じる。 

イ 宿泊休養等の施設管理者は滞留旅客の把握に努め災害発生に備える。 

ウ 沿道のコンビニエンスストア、飲食店等に対して、徒歩による通過帰宅困難者等の

支援を要請すると共に、沿線経路情報、目的地被災状況等の情報提供に努める。 

(2) 警戒宣言前からの準備的行動 

町、公共交通機関は、警戒宣言時の運行中止等の措置に関する広報を行う。 
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第12節 公共施設対策 

１ 方針 

警戒宣言が発せられた場合、被災防止措置を実施し、災害発生後に備え迅速な応急復

旧を実施するため必要な体制の整備を図る。 

 

２ 実施内容 

(1) 道路 

町は、他の道路管理者と相互に連携し、必要に応じて道路の応急復旧のため(一社)

岐阜土木工業会、建設業者に対し、出動準備体制をとるよう要請する。 

(2) 下水道 

下水道管理者は、施設の被災状況を迅速かつ的確に把握するため、地震発生後の調

査や緊急措置のため資材の確保、調査用機材及び応急用機材の点検及び必要に応じて

マンホール、ポンプの点検等を実施する。 

(3) 庁舎等公共施設対策 

庁舎等公共施設管理者は、災害応急対策の実施上重要な役割を果たすため、おおむ 

ね次の措置を講じる。 

ア 予備発電装置等の整備点検及び燃料の確保 

イ 無線通信機器等通信手段の整備点検 

ウ 緊急輸送車両その他車両の整備点検 

エ 電算機、複写機、空調設備等の被災防止措置 

オ 飲料水、生活水の緊急貯水 

カ エレベーターの運行中止措置 

キ 出火防止措置及び初期消火準備措置 

ク 消防設備の緊急点検 

(4) 工事中の建築物その他工作物又は施設 

工事中の建築物その他工作物又は施設について、工事の中断等の措置を講じる。 

特別の必要により、補強、落下防止等を実施するにあたっては、作業員の安全に配慮 

する。なお、倒壊等により、近隣の住民等に影響が出る恐れがある場合は、その居住者

等に対して注意を促す。 
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第13節 大規模な地震に関わる防災訓練 

１ 方 針 

東海地震における事前及び応急対策、関係機関との調整の円滑化等を目的として、平

素から防災訓練を実施する。 

 

２ 実施内容 

町及び防災関係機関等は、関係機関及び住民の自主防災体制との協調体制の強化を目

的として、少なくとも年１回以上次のような防災訓練を実施する。 

 

(1) 総合防災訓練は、警戒宣言前の準備体制から警戒宣言に伴う地震防災応急対策及

び地震に対する災害応急対策を含む。 

(2) 町は、県、防災関係機関、自主防災組織と連携して、次の項目の機能別防災訓練

を行う。機能別防災訓練を複数まとめて同時に実施する総合訓練を年１回以上実施

する。 

ア 要員参集訓練及び本部運営訓練 

イ 要配慮者、滞留旅客等に対する避難誘導訓練 

ウ 余震に関する情報等情報伝達訓練 

エ 避難要領 
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第14節 地震防災上必要な教育に関する対策 

１ 方 針 

町は、防災関係機関等、自主防災組織、事業所等の自衛消防組織等と協力して、地震

防災上必要な教育を推進する。 

 

２  実施内容 

(1)  職員に対する教育 

町は、警戒宣言が発せられた場合における地震防災応急対策の円滑な実施を図るた

め、次の内容を含む防災教育を行う。 

ア 東海地震の予知に関する知識、地震予知情報等の内容、警戒宣言の性格及びこれに

基づきとられる措置の内容 

イ 予想される地震に関する知識 

ウ 地震予知情報等が出された場合及び地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に

関する知識 

エ 職員等が果たすべき役割 

オ 地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

カ 今後地震対策として取り組む必要のある課題 

(2) 住民等に対する教育 

町は、住民等に対して、次の事項を含む教育を実施する。 

ア 東海地震の予知に関する知識、地震予知情報等の内容、警戒宣言の性格及びこれに

基づきとられる措置の内容 

イ 予想される地震に関する知識 

ウ 地震予知情報等が出された場合及び地震が発生した場合における出火防止、近隣の

人々と協力して行う救助活動、初期消火及び自動車運行の自粛等防災上とるべき行動

に関する知識 

エ 正確な情報の入手方法 

オ 防災関係機関等が講じる地震防災応急対策等の内容 

カ 各地域における避難場所及び避難路に関する知識 

キ 避難生活に関する知識 

ク 平素住民が実施しうる応急手当、生活必需物資の備蓄、家具の固定、出火防止、ブ

ロック塀の倒壊防止等の対策の内容 

ケ 住居の耐震診断と必要な耐震改修の内容 

(3) 児童、生徒に対する教育 

(4) 防災上重要な施設管理者に対する教育 

(5) 相談窓口の設置 

町は、地震対策の実施上の相談を受けるための必要な窓口を設置するとともに、その

旨周知徹底を図る。 
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第５章 南海トラフ地震に関する対策 

第１節 総則 

第１項 南海トラフ地震に関する対策の意義 

「南海トラフ地震に関する対策」は、南海トラフ地震に関わる地震防災対策の推進に関

する特別措置法（平成14年法律第92号。以下｢南海トラフ法｣という。）第３条の規定に基

づき、当羽島郡が南海トラフ地震に係る地震防災対策推進地域（以下「推進地域」とい

う。）に指定されており、南海トラフ地震に対して必要な事項を定め、防災体制の推進を

図る。 

 

第２項 南海トラフ地震に関する対策の性質 

１ 南海トラフ地震の発生に伴う被害の発生を防止し、又は軽減するため、町及び防災関

係機関等のとるべき事前措置の基本的事項について定める。 

２ 「南海トラフ地震に関する対策」は、地震発生までの間における事前応急対策を定め

る。 

地震発生後は、「第３章 災害応急対策」に定めるところにより対処する。 

 

第３項 防災関係機関等が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業務の大綱 

は、一般災害対策計画第１章第２節に準じる。 

 

第２節 活動体制 

町は、南海トラフ地震又は当該地震と判定され得る規模の地震が発生した時は、災対法

に基づき、直ちに町災害対策本部及び必要に応じて現地災害対策本部を設置する。 

また、気象庁が南海トラフ地震臨時情報を発表した場合においては、時間差を置いた複

数の地震発生等に備えて、災害応急対策を実施する。 

 

第３節 地震発生時の応急対策等 

第１項 南海トラフ地震臨時情報発表時の応急対策 

 中央防災会議防災対策実行会議「南海トラフ地震防災対策推進計画」により、気象庁

は、平成２９年１１月１日より、「南海トラフ地震臨時情報」を発表することとなった。 

 推進計画には、国・地方公共団体はあらかじめ防災体制を定めておく必要があるとされ

ているため、当該情報が発表された場合の町の体制については下記のとおりとする。 

１ 南海トラフ地震臨時情報（調査中） 

  本情報は、南海トラフの想定震源域及びその周辺でＭ6.8程度以上の地震が発生、ま

たはプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等を観測した場合、大規模地震と

の関連性について調査を開始する時に発出されるため、一般災害対策計画第３章第５節

に準じ、情報収集体制を強化するととも、一般災害対策計画第３章第25節に準じ施設の

緊急点検・巡視を実施する。また、町民に対し、一般災害対策計画第３章第６節に準

じ、注意を呼びかけるものとする。 



第５章 南海トラフ地震に関する対策 

102 

 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒） 

  本情報は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭ8.0以上の地震が発生

したと評価され、後発地震発生の可能性が平常時に比べて相対的に高まった時に発出され

るため、災害対策本部を設置するとともに、前項１の処置を実施するものとする。なお、

Ｍ8.0以上の地震の発生から１週間後、後発地震に対して警戒する処置は原則解除される

が、その後１週間は後発地震に対して注意する処置を継続するものとする。 

３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意） 

  本情報は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭ7.0以上Ｍ8.0未満、ま

たはプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外50Km程度までの範囲でＭ7.0以上の地震

（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）が発生若しくは、南

海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべりが観測され

たと評価され、後発地震発生の可能性が平常時に比べて相対的に高まった時に発出される

ため、災害対策本部を設置するとともに、前項１の処置を実施するものとする。なお、地

震の発生から１週間後、後発地震に対して注意する処置は原則解除される。 

 

第２項 地震発生時の応急対策 

１ 情報の収集・伝達 

情報の収集・伝達については、一般災害対策計画第３章第５節に準じる。 

２ 公共施設対策、施設の緊急点検・巡視 

公共施設対策、施設の緊急点検・巡視については、一般災害対策計画第３章第25節に

準じる。 

３ 二次災害の防止 

地震による危険物施設等における二次災害防止のため、一般災害対策第３章第36節に

準じ、必要に応じた施設の点検・応急措置等を実施する。 

４ 救助及び救急・医療救護 

救助については、一般災害対策第３章第10節に準じる。 

救急・医療救護活動については、一般災害対策第３章第38節に準じる。 

５ 警備対策 

警備対策については、一般災害対策第３章第15節に準じる。 

６ 交通対策及び緊急輸送活動 

交通対策及び緊急輸送活動については、一般災害対策第３章第14節及びに準じる。 

７ 物資調達 

物資調達及び供給については、一般災害対策第３章第23節に準じる。 

８ 保健衛生 

保健衛生対策については、一般災害対策第３章第13節及び第24節に準じる。 

 

第３項 物資、資機材及び人員等の配備手配 

町は、必要な物資、資機材及び人員の確保が十分でなく対応が困難な場合、県に対し

て、当該物資、資機材の供給及び対処人員の手配の要請をする。 

 

第４項 他機関に関する応援要請 

他機関に対する応援要請については、地震災害対策第３章第15節及び第16節に準じる。 
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第５項 要配慮者、帰宅困難者等に関する対策 

町は、要配慮者、帰宅困難者、滞留旅客等の保護等のために、避難所の設置、避難所へ

の誘導や帰宅支援等必要な支援対策を講じる。 

 

第６項 長周期地震動対策の推進 

南海トラフ地震は、震源域が広範囲にわたる海溝型地震であり、地震動の継続時間も長

いと予測されるため、長周期地震動及び継続時間の長い地震の対策について充実させるよ

う検討する。 
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第４節 地震防災上要緊急整備施設等の緊急整備措置 

１ 方 針 

大規模な地震が発生した場合の被害の軽減を図るため、あらかじめ避難所、避難路、

消防用施設をはじめ緊急輸送道路、通信施設等各種防災関係施設を早急に整備する。 

 

２ 実施内容 

施設等の整備に当たっては、施設全体が未完成であっても、一部の完成により相応の

効果が発揮されるよう考慮する。 

建築物、構造物等の耐震化、避難路の整備その他の整備については、地震災害対策第 

２章第16節及び第17節に準じる。 

 

 

 

 

第５節 防災訓練 

１ 方 針 

南海トラフ地震における応急対策及び関係機関との調整の円滑化等を目的として、平

素から防災訓練を実施する。 

 

２ 実施内容 

(1) 防災訓練 

町及び防災関係機関等は、南海トラフ地震を想定した訓練を総合防災訓練等の機会を

捉えて、少なくとも年１回以上実施する。防災訓練の実施にあたっては、住民等の参加

を得て、地域防災力の向上に努める。 

 

(2) その他 

その他必要な事項は、地震災害対策第２章第３節に準じる。 
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第６節 地震防災上必要な教育に関する対策 

１ 方 針 

町は、防災関係機関等、自主防災組織、事業所等の自衛消防組織等と協力して、地震

防災上必要な教育を推進する。 

 

２ 実施内容 

(1) 職員に対する教育 

町は、地震が発生した場合における地震災害応急対策の円滑な実施を図るため、次

の事項を含む防災教育を行う。 

ア 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動等に関する知識 

イ 地震に関する一般的な知識 

ウ 地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

エ 職員等が果たすべき役割 

オ 地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

カ 今後地震対策として取り組む必要のある課題 

（2) 住民等に対する教育 

町は、住民等に対して、次の事項を含む防災教育を実施する。 

ア 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動等に関する知識 

イ 地震等に関する一般的な知識 

 地震が発生した場合における出火防止、近隣の人々と協力して行う救助活動、初期

消火及び自動車運行の自粛等防災上とるべき行動に関する知識 

エ 正確な情報入手の方法 

オ 防災関係機関等が講ずる地震災害応急対策等の内容 

カ 各地域における避難場所及び避難路に関する知識 

キ 避難生活に関する知識 

ク 平素住民が実施し得る応急手当、生活必需物資の備蓄、家具の固定、出火防止、ブ

ロック塀の倒壊防止等の対策の内容 

ケ 住居の耐震診断と必要な耐震改修の内容 

(3) 児童、生徒等に対する教育 

(4) 防災上重要な施設管理者に対する教育 

(5) 相談窓口の設置 

町は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置するとともに、その

旨周知徹底を図る。 
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第６章 地震災害復旧 

第１節 復旧・復興体制の整備 

１ 方 針 

  被災地の復興計画の作成に際しては、地域コミュニティが被災者並びに被災地の物心

両面にわたる復興に大きな役割を果たすことに鑑み、その維持・回復や再構築に十分に

配慮する。 

  その際、地域住民の意向を反映するとともに、男女共同参画の観点から、復旧・復興

のあらゆる場・組織に女性の参画を促進する。併せて障がい者、高齢者等の要配慮者の

参画を促進する。 

 

２ 復旧・復興の基本方針の決定 

  大規模な地震が発生し、復旧・復興計画を作成する必要があると判断した場合には、

復旧・復興の具体的な指針、基本目標等を検討し、速やかに復興計画を策定するととも

に、計画推進のための体制整備、地域住民への計画内容の周知、情報提供等を行う。 

 

３ 復旧・復興計画の策定 

  町は、被災の状況、地域の特性及び関係公共施設管理者等の意向を勘案しつつ、住民

の意向も尊重して可及的速やかに計画を作成する。 

 

４ 人的資源等の確保 

  復旧・復興には、通常業務に加え長期間に亘る膨大な業務の執行が必要になることか

ら、不足職員を補うため、必要に応じて国、他の都道府県、市町村に職員の派遣その他

協力を求める。 

 

５ その他 

町は、被災した学校施設の復興に当たり、学校の復興とまちづくりの連携を推進し、

安心・安全な立地の確保、学校施設の防災対策の強化及び地域コミュニティの拠点形成

を図る。 
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第２節 公共施設災害復旧事業 

１ 方 針 

公共施設等の復旧は、社会・経済活動の早期回復や被災者の生活支援に大きく影響す

ることから、実情に即した公共施設等の迅速な復旧を基本とし、早期の機能回復に努め

る。 

その際、「岐南町の災害応援協力に関する協定書」（資料３－１0－２「岐南町の災

害応援協力に関する協定書の締結について」参照）に基づく緊急防災隊の活用を図る。 

 

２ 実施内容 

災害復旧事業の種類は、次のとおりである。 

(1) 公共土木施設災害復旧事業 

ア 道路災害復旧事業 

イ 下水道災害復旧事業 

ウ 公園災害復旧事業 

(2) 農産業施設災害復旧事業 

(3) 都市災害復旧事業 

(4) 水道災害復旧事業 

(5) 住宅災害復旧事業 

(6) 社会福祉施設災害復旧事業 

(7) 病院等災害復旧事業 

(8) 学校教育施設災害復旧事業 

(9) 社会教育施設災害復旧事業 

(10)その他の災害復旧事業 
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第３節 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成 

１ 方 針 

地震災害に伴う災害に対して早急な復旧を図るために、多方面に及ぶ国の支援は不可

欠であり、法律又は予算の範囲内において国が全部又は一部を負担し、又は補助して行

われる災害復旧事業並びに激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律

（昭和37年法律第150号）に基づき援助される事業の早期指定を受けるため、町は早期

な災害情報の収集や国への働きかけを行う。 

 

２ 実施内容 

(1) 法律等により一部負担又は補助するもの 

ア 法律 

a 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 

b 公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

c 公営住宅法 

d 土地区画整理法 

e 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

f 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

g 予防接種法 

h 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律 

i 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法 

イ 要綱等 

a 公立諸学校建物その他災害復旧費補助 

b 都市災害復旧事業国庫補助 

c 上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助 

(2) 激甚災害に係る財政援助措置 

ア 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 

a 公共土木施設災害復旧事業 

b 公共土木施設災害関連事業 

c 公立学校施設災害復旧事業 

d 公営住宅等災害復旧事業 

e 生活保護施設災害復旧事業 

f 児童福祉施設災害復旧事業 

g 老人福祉施設災害復旧事業 

h 身体障害者更生援護施設災害復旧事業 

i 知的障害者援護施設災害復旧事業 

j 婦人保護施設災害復旧事業 

k 感染症予防施設事業 

l 湛水排除事業 

イ 農業に関する特別の助成 

a 農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置 

b 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 
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c 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置の特例 

ウ 中小企業に関する特別の助成 

a 中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

b 小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金の償還期間等の特例 

c 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 

エ その他の特別の財政援助及び助成 

a 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助 

b 私立学校施設災害復旧事業に対する補助 

c 町が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 

d 母子及び寡婦福祉資金法による国の貸付けの特例 

e り災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例 

f 産業労働者住宅建設資金融通の特例 

g 公共土木施設、公立学校施設、農地農業用施設及び林道の小災害復旧事業に対する

特別の財政援助 

h 雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例 
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第４節 被災者の生活確保 

１ 方 針 

町は、地震災害時の混乱状態を解消し、生活手段の早急な確保、生活再建への支援等

が必要であり、民生安定のための緊急措置を講じる。 

 

２ 実施内容 

(1) 生活相談 

町は、被災者の生活確保のための相談所を設け、苦情又は要望事項を聴取し、その

解決を図るほか、その内容を関係機関に連絡し、強力な広聴活動を実施する。 

(2) 個人被災者への資金援助等 

ア 災害弔慰金、災害障害見舞金の支給及び災害援護資金の貸付 

町は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和48年法律第82号）に基づき、地震災

害により死亡した者の遺族に対して災害弔慰金を、地震災害により精神又は身体に著

しい障害を受けた者に対して災害障害見舞金を支給する。また、地震災害により被害

を受けた世帯の世帯主に対して、災害援護資金の貸付けを行う。 

イ 被災者生活再建支援金 

県から委託された被災者生活再建支援法人は、被災者生活再建支援法（平成15年法

律第66号）に基づき、地震災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し

て、県が拠出した基金を活用して、被災者生活再建支援金を支給する。 

ウ 岐阜県被災者生活・住宅再建支援事業費補助金 

町は、岐阜県被災者生活・住宅再建支援事業費補助金交付要綱に基づき、地震災害

による町への補助金の支給の必要が生じた場合に、県から補助金の交付を受ける。 

エ 生活福祉資金 

町社協は、生活福祉資金貸付制度要綱に基づき、地震災害により被害を受けた低所

得者等に対して、速やかに自立更生させるため、生活福祉資金の貸付けを行う。ただ

し、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害援護資金の貸付の対象となる世帯

は、原則としてこの資金の貸付は行わない。 

オ 災害生業資金 

町社協は、災害救助法の適用を受けた場合、零細な資本によって生業を営んでいる

者が、地震災害のため住家を全壊、全焼又は流出した場合に、その自立更正をさせる

ため、災害生業資金の貸付けを行う。 

カ 知事見舞金 

県及び町は、地震災害により多数の者が被害を受けた場合は、被災者に対し、知事

或いは町長から見舞金を支給する。 

キ り災証明書の交付 

町は、各種の支援措置が早期に実施されるよう、発災後早期に、被災者にり災証

明書を交付する。 

ク 被災者生活の再建支援 

  被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査

など、住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの

調査の必要性や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、被災者
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に明確に説明するものとする。 

(3) 租税の徴収猶予及び減免 

町は、被災者に対する町税の徴収猶予及び減免等納税緩和措置に関する計画を策定

する。 

(4) 雇用に関する相談 

町は、離職者の発生状況等から、県、ハローワークに設定される臨時職業相談窓

口、臨時職業相談所との連携を密にし、被災者からの雇用に関する相談に対応する。 

(5) 生活保護制度の活用 

町は、生活に困窮し、生活保護を必要とする世帯に対し、民生・児童委員等と連絡

を密にし、速やかに生活保護法（昭和25年法律第144号）を適用する。 

(6) 生活必需物資、復旧資材等の供給確保 

町及び関係機関は、被災地域において住民の不安と動揺を沈静化し生活秩序の回復

と復興を着実にしていくためにも、生活必需物資、復旧用建築資材等の供給の確保を

図る。 

(7) 金融対策 

災害発生の際、東海財務局岐阜財務事務所に対し、災害の実情、資金の需要状況等

に応じ、生保・損保会社、証券会社に対し、機を逸せず必要と認められる範囲内で、

保険金の支払及び保険料の払込猶予に関する措置、届出印鑑喪失の便宜措置、有価証

券喪失の場合の再発行手続き、窓口営業停止等の措置を講じた場合などについて、適

切な対応を要請する。 

 



第６章 地震災害復旧 

112 

 

第５節 被災中小企業の振興 

１ 方 針 

被災中小企業の自立を支援し、財政支援により早急な再建への道を開くことが必要で

あり、被災中小企業の被害の状況、再建に必要な資金需要等の的確な把握に努め、被害

の規模に応じて必要な措置を講じる。 

 

２ 実施内容 

(1) 自立の支援 

町及び防災関係機関等は、災害復旧貸付等により、運転資金、設備復旧資金の低利

融資等を行い、被災中小企業の自立を支援する。 

(2) 各種対策 

ア ㈱日本政策金融公庫、㈱商工組合中央金庫等の貸付条件の緩和措置 

イ 再建資金の借入れによる債務の保証に係る中小企業信用保険について別枠の担保限

度の設定、てん保率の引上げ及び保険率の引き下げ 

ウ 災害を受ける以前に貸付を受けたものについての償還期間の延長等の措置 

エ 事業協同組合等の共同施設の災害復旧事業に要する費用についての補助 

オ 貸付事務等の簡易迅速化 

カ 被災関係手形の期間経過後の交換持出し、不渡り処分の猶予等の特別措置 

キ 租税の徴収猶予及び減免 

ク 労働保険料等の納付の猶予等の措置 

ケ その他各種資金の貸付け等必要な措置 
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第６節 農業関係者への融資 

１ 方 針 

被災農家の施設の災害復旧及び経営の安定を図ることが必要であり、被災農家の被害

の状況、再建に必要な資金需要等の的確な把握に努め、被害の規模に応じて必要な措置

を講じる。 

 

２ 実施内容 

(1) ㈱日本政策金融公庫による融資 

町及び防災関係機関等は、農業施設等の災害復旧資金及び被災農家の経営維持安定

に必要な資金について、上記金融公庫から貸付けの円滑な融通、必要枠の確保、早期

貸付け等につき適切な措置を講じ、又は指導を行う。 

(2) 各種対策 

ア 天災融資法による資金 

イ 農業災害緊急支援資金 

ウ 農業災害緊急支援特別資金 

エ 農林漁業セーフティネット資金 

オ 農業経営基盤強化資金 

カ 農業基盤整備資金 

キ 農林漁業施設資金 


